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Ⅰ．はじめに

大阪経済法科大学では、2008度に研究所を再編して地域総合研究所を設置した１。これを機

に大学周辺地域の産業集積の現状を把握・共有化し、将来的には地域産業政策に資する提言を

発信していきたいという機運も高まり、2009年末に当研究所の三宅芳夫客員教授がマクロ的ア

プローチによる地域の工業集積の現状把握を試みた。2010年度より経済学部の深瀬澄もこれに

加わることになり統計データの収集、整理、分析を分担した。

さらに、フィールド・ワークを中心とするミクロ的アプローチを得意とし、八尾市周辺の中

小企業に詳しい中村尊裕氏を客員研究員に迎え、同じ対象地域を補完しあいながら複眼的に分

析することになった。特に今回は、平成19年以降の八尾市における製造品出荷額等２の活性化

要因について、大阪府内の他地域と比較しながら考察する。

製造品出荷額等の実績値からみた大阪府内の市別の上位４市は、これまでは大阪市、堺市、

東大阪市、八尾市の順であったが、平成19年以降、第４位だった八尾市が東大阪市を上回り第

３位に浮上している。

この要因について、中村尊裕［2011］３は、地域間で異業種交流ネットワークの組織運営に

違いがあることに着目し、以下の仮説を主張している。すなわち、八尾市では、グローバル化

の進展とともに依存していた大手電気メーカー３社（松下電器、三洋電機、シャープ）からの

受注が激減した。生き残りをかけた八尾市の多くの中小企業は、域内取引（産業集積内）から

域外取引に転換し域外に受注先を求めて活路を拓く。さらに、外注については産業集積のメリッ

トを最大限に活かして域内に発注し外部に逃さないようなネットワークを構築した。これが地

域産業の活性化をもたらしたのだと主張している。

地域産業集積の効果をめぐって、経済地理学の分野でもMAR（マーシャル・アロー・ロー

マー）、Jacobs ［1969］、Krugman ［1991］、Porter［1998］等々の諸説が議論される中で、中村

尊裕［2011］における地域内異業種交流ネットワーク仮説は、伝統的な学説の系譜に捕らわれ

ず斬新かつ自由な発想で興味深いが、中立的、客観的な立場で仮説の正当性や少なくとも別の

要因についての存在可能性を吟味する必要性がある。そこで、本稿では統計データに基づきマ

1 地域総合研究所のインターネット上のホームページ・サイトで、研究対象地域および活動内容について、「本
学が立地する八尾市及び隣接する東大阪市地域は、古来より河内国と称され大和と難波の中継地として栄
えた歴史ある地域です。現在は、ハイテク技術を取り入れた、「ものづくりのまち」、活力のある中小企業
が集積する地域として全国的に知られていますが、本研究所では、主として、この八尾市及び東大阪市を
中心とする河内地域とその周辺を対象とした研究活動に取り組んで参ります」としている。

2 工業統計調査における定義では、１年間の「製造品出荷額」および「製造工程から出たくず及び廃物」の
出荷額のほかに、「加工賃収入額」、「修理料収入額」、「その他の収入額」を合計し、消費税等の内国消費税
を含んだ額、とされている。

3 「異業種交流グループにおけるイノベーション促進、（副題）八尾地域と東大阪地域と生野地域の事例研究」、
本誌に研究ノートとして別稿で掲載。
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クロ的な視点から中村仮説について検証を試みたところ、その正当性をサポートできる結果が

得られた。

地域産業研究の事始である本稿は現状把握を目的としており、その域を出ないが、中村尊

裕［2011］によるミクロ・アプローチとリンクさせることで「ミクロ・マクロ・ループ」４を構築し、

地域産業政策に資することで意義を求めている。すなわち、地域における一部の企業による先

進的な取組みが他企業との摩擦を生じながらも、ネットワーク全体としての脈略をつける（秩

序を保つ、すなわち他企業を巻き込んでいく）には、個々の企業が、全体としての状況を把握

し自らの行動を調整していくという視点が必要である。したがって、地域産業の活性化には多

様な方策が存在しえるが、その一つである八尾市におけるネットワーク構築事例の有意性を検

証することは、異業種交流ネットワークの在り方における１つの方向性を示すうえで意味をも

つと考える。

Ⅱ．分析対象地域の工業集積状況

１．分析対象地域の概要

大阪経済法科大学が立地する八尾市、これに隣接する東

大阪市、大阪市生野区および平野区（図表Ⅱ－１参照）か

らなる「大阪東部地域」は、製造業を軸として発展してき

た産業集積地域であり、多くの中小・零細製造業が立地、

集積している。総務省統計局が実施した2006年度事業所・

企業統計調査によれば、八尾市、東大阪市、大阪市生野区

および平野区のいずれも域内にある事業所の25%以上は製造

業を営んでおり、事業所についての製造業比率の高さでは、

全国の市区町村においても上位10以内に入るほどの工業地

域となっている（図表Ⅱ－２）。これに加えて、工業機能以

外にも居住、商業、サービス、業務、医療福祉など様々な

機能が立地した地区を内包している。

このため、住工混在化の問題に代表される都市問題も顕在化してきているが、さらに、近年

では当地域も経済のグローバル化・円高の進展等の影響等を受け、特にリーマン・ブラザーズ・

ショック以降、地域を取り巻く環境は社会的、経済的に厳しい情勢にある。従って、既存の産

業集積の活性化には、新規企業の誘致のみならず工業用地の確保や既存工場の域内存続のため

4 塩沢由典[1999]が詳しいが、ここでは中村尊裕[2011]で紹介された先行研究と知識を共有し、「ミクロの情報
をマクロにつなぎ、それをまたミクロレベルにフィードバックするという仮想上のサイクルのことである」
とする今井賢一・金子郁容[1984]による定義に従う。

図表Ⅱ－１　分析対象地域
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の方策も含めた産業政策とともに、都市政策の観点からのアプローチが求められている。

図表Ⅱ－２　全事業所に占める製造業比率が高い市区町村

注）製造業事業所数が1,500以上の市区町村

出所）2006年度事業所・企業統計調査による

 

　八尾市、東大阪市、大阪市生野区および平野区からなる「大阪東部地域」における工業集

積は連続的に分布しているが、図表Ⅱ－３に示すように大まかに４地区5に分けることができ

る。すなわち、①八尾市太田新町を中心とした「南部地区」、②生野区巽、平野区加美北、八

尾市竹渕を中心とした「西部地区」、③柏田を中心に八尾市北部と東大阪市南部の境界付近に

分布している「中央地区」、④東大阪市中央部に高井田から水走にかけて東西に広く分布して

いる「北部地区」、である。

これらの地域のうち、住宅地内に立地する住工混在地域は「西部地区」に集中し、ほとんど

分散せずに市区の境界を越えて連続的に分布している。この地区にはＪＲ大和路線、近畿日本

鉄道大阪線が整備されており、都心への通勤が容易であることを考えると、他の３地域と比較

して最も住宅系の土地利用がなされやすいために集中的に分布していると考えられている。

また、周辺に住居が少ない工業特化地域は、主に八尾市太田新町付近の「南部地区」に集中

している。この地区は八尾空港の周辺であること、鉄道網から離れていることから居住地とし

ての利便性は低いと考えられる。しかし、周囲を近畿自動車道、西名阪自動車道、大阪外環状線、

国道２５号線が囲んでおり、道路を利用した長距離移動や物流に適した地域であるため、工業

系の土地利用に純化した状況を維持しやすいと考えられる。

5 徳増大樹・瀧口勇太・村橋正[2005]、「東大阪地域における産業構造と空間構造からみた産業活性化方策に
関する研究」（日本都市計画学会学術研究論文集No40-3 pp955～ 960）による。ただし、工業集積の地区名
称は、筆者による便宜上の非公式な呼称である。
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図表Ⅱ－３　大阪経済法科大学周辺の大阪東部地域における工業集積
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２．府内における対象地域の地位

以下では八尾市、東大阪市、大阪市生野区および平野区からなる「大阪東部地域」の工業集

積状況について、大阪府および大阪市における特徴を統計データに基づいて整理し、生産パ

フォーマンスの違いを比較した上でその要因を考察する。なお、大阪府内における市別の比較

資料としては大阪府総務部統計課『大阪の工業（平成20年調査）』確報6を、大阪市内における

区別の比較資料としては大阪市『平成20年工業統計調査町丁目別集計』7を用いた（以下、こ

れらの資料に基づき作成した図表については出所を省略する）。

平成20年12月31日現在、大阪府内には24,200の工場（従業者数4人以上の事業所）がある。

これらの分布状況を市別にみると、第１位の大阪市には全体の３分の１強の8,442事業所が集

積している（図表Ⅱ－４）。また、東大阪市、八尾市の工場数は、それぞれ、3,468、1,896事業

所で、市別の順位では、第2位、第3位となっている。これらに第４位の堺市の1,804事業所を

加えれば、大阪府内43市における全工場数のうちの３分の２弱が上位４市に集中しているとい

うことになる。

さらに、大阪市内の工場数の分布状況を区別にみれば、第１位の生野区の1,087、第２位の

平野区に僅差の1,075事業者があり、これら２区だけで大阪市の工場数の25%強を占め、八尾

市や堺市における工場数を凌ぐ（図表Ⅱ－５）。

大阪経済法科大学が立地する、八尾市は北は東大阪と、東は大阪市と平野区において接し、

北東に生野区、南東に堺市を臨んでおり、キャンパス周辺の大阪東部地域は、大阪府内でも有

数の工業集積地帯あるとも認識される。

6 工業統計調査は経済産業省が毎年実施しているが、西暦末尾が０、３、５及び８の年については従業者数3
人以下の零細事業所も含めた全数調査を実施し、それ以外の年は、従業者４人以上の事業所を対象に調査
を実施している。平成20年（2008年）は全数調査を実施している。本稿の執筆後（平成22年12月末）に『大
阪の工業（平成21年調査）』（確報）が公表される予定だが、従業者数４人以上の事業所を調査対象として
おり零細企業の数値は把握できない。なお、一部については暫定的な数値であるが速報値を利用した。

7 大阪市『平成20年工業統計調査町丁目別集計』も、経済産業省事業として調査されたが、大阪市が独自に
集計しているため、数値が食い違う場合もあることが明記されている。
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図表Ⅱ－４　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図表Ⅱ－５　

大阪府内の事業所数（市別順位）　　　　　　　　　  大阪市内の事業所数（区別順位）

　　

大阪府内の工業従業者数（従業者4人以上の事業所）は、平成20年12月31日現在で526,790人

である。市別の従業者数の順位をみると、大阪市、東大阪市については第１位、第２位で、工

場数の順位と同じである（図表Ⅱ－６）。しかし、第3位は堺市で53,307人、第4位は八尾市で

34,424人となっており、工場数でみた場合の両市の順位と逆転している。工場数においては両

市は僅差であるが、従業者数において堺市は八尾市の1.5倍以上もあり、従業者規模の大きい

工場の割合が八尾市よりも高いことがうかがわれる。

また、大阪市内の従業者数について区別にみれば、上位5区は平野区、淀川区、西淀川区、

生野区、東成区の順になっている。工場数では首位の生野区が従業者数では第４位に落ちては

いるものの、総じて工場数が多い区が従業者数についても上位にきている（図表Ⅱ－７）。
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図表Ⅱ－６　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図表Ⅱ－７　

大阪府内の従業者数（市別順位）　　　　　　　　　　  大阪市内の従業者数（区別順位）

　

平成20年1月1日~12月31日までの大阪府内における製造品出荷額等（従業者4人以上の事業

所）は、約18兆1,580億円である。これを市別にみると、第1位は工場数、従業者数ともに第1

位の大阪市である。しかし、工場数（府内に占める構成比14.3%）、従業者数(同10.2%)ともに

第２位の東大阪市は、製造品出荷額等の府内に占める構成比では6.9%に過ぎず第4位である。

一方、工場数の構成比では7.5%に過ぎず第４位の堺市は、製造品出荷額等では18.2%を占め第

２位である。また、工場数、従業者数では東大阪市よりも少ない八尾市も、製造品出荷額等で

は東大阪市を上回っている。同様に大阪市内についても区別にみれば、工場数では第1位の生

野区、第2位の平野区が、製造品出荷額等では、それぞれ、第7位、第5位である。一方、製造

品出荷額等で第３位の此花区は10.2％の構成比を占めるが、工場数の構成比はわずか1.7%に過

ぎず、24区中22位である。

このように、地域の工業集積度の高さが必ずしもパフォーマンスとしての製造品出荷額等に

反映されないケースがみられる。第Ⅲ章では、この要因について多面的に考察する。
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図表Ⅱ－８　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図表Ⅱ－９

大阪府内の製造品出荷額等（市別順位）　　　　　　  大阪市内の製造品出荷額等（区別順位）
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図表Ⅱ－10　府内地域分割地図　平成20年12月31日現在

資料：大阪府総務部統計課による。
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３．製造品出荷額等の時系列的推移

平成20年12月31日現在における大阪府内の市区別の工業集積に関する地位（順位）について

は前節でみたとおりだが、市区間で経営環境等も異なる可能性もあるため、製造品出荷額等（従

業者数４人以上）の時系列データから順位の長期的な安定性を確認する。

　まず、製造業への全般的な景気変動による影響を考慮するために大阪府内総生産（実質）

をみると、平成9年度以降は減少しており、13年度に37兆4740億円まで低下して底を打ち、39

兆6755億円となった平成19年度までは緩やかなＵ字状に回復している。だが、リーマン・ブラ

ザーズ・ショックが発生した20年度は再び減少に転じて38兆4427億円となった（図表Ⅱ－11参

照）。そして、この大阪府内総生産の2割弱を占める製造業生産額についても、これと同様に推

移しており、13年度を底として14年度から回復に転じている。

これらに対して、大阪府内の製造品出荷額等の推移（暦年）をみると、平成15年まで下げ止

まらず、回復に転じたのは16年である（図表Ⅱ－12参照）。すなわち、大阪府内の製造業では、

売上である製造品出荷額等が回復するよりも１年９カ月8も早くから、付加価値（収益）であ

る総生産額が先行して回復していたことになる。

図表Ⅱ－11　大阪府総生産額（実質）の推移

資料：大阪府統計課「府民経済計算」、内閣府「国民経済計算年報」。

注：大阪府内総生産額は左数値軸、製造業生産額は右数値軸、単位は百万円。

8 ２年のタイム・ラグがあるが、両者の統計の集計期間が年度（４~３月）と暦年（１~12月）で異なり、３
か月間のずれがあることを考慮した。
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図表Ⅱ－12　大阪府の製造業総生産額と製造品出荷額等の回復期におけるタイム・ラグ

資料：府統計課「府民経済計算」「大阪の工業」、内閣府「国民経済計算年報」。

注：製造業総生産額は左の数値軸、製造品出荷額等は右の数値軸。単位は百万円

図表Ⅱ－13　大阪府の工業統計（平成17年=100とした指数）の推移
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暦年集計の場合は12月末時点で集計されるため、仮に１~３月期の業績が良好だった場合

は翌年の統計値に反映されることになる。しかし、2年のタイム・ラグがあることから統計値

の集計方法の違いとは別に何らかの理由があったと考えられる。

製造品出荷額等が減少しながらも付加価値が増加するにはコストの削減が必要である。そこ

で、人件費等の経費削減や、工場の統廃合によって生産性を向上させる経営努力がなされた可

能性について確認するため、大阪府内の工場数、従業者数、製造品出荷額等（いずれも従業者

数4人以上）、付加価値額（従業者数30人以上）について、平成17年=100として指数化した推

移をみる（図表Ⅱ－13）。製造品出荷額等は平成15年まで下げ止まらずに100を下回るが、付加

価値額はこれに先行して13年から100近くで下げ止まり、以後は水平的に推移している。一方、

平成９～ 12年にかけて事業所数よりも従業者数の指数が下回っており、11～ 12年は、事業所

数が維持されたまま従業者数が減少している。

平成20年12月現在の統計値によれば、府内に存在する工場の9割近くは従業者数19人以下の

工場であり（図表Ⅱ－14）、小規模の事業所が大量に減少したとしても、これに伴う従業者数

の減少は全体からみればわずかなはずである。この期間にいわゆる団塊世代が定年退職期を迎

えたこととも相まって何らかの雇用調整が実施され人件費が削減された可能もある。その結果

として、平成13年当時において未だ製造品出荷額等の減少が続いていたにもかかわらず、収益

性を示す府内総生産額の回復に寄与したという可能性も充分に考えられる9。

図表Ⅱ－14　大阪府内の従業員規模別工場数（平成20年12月31日現在）

9 この期間において、現金給与額、原材料使用料等の統計値も減少している。しかし、製造品出荷額等が減
少していたにもかかわらず府内総生産額が回復した理由として、これらのことを断定しているわけではな
い。
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「大阪東部地域」を構成する八尾市、東大阪市、生野区、平野区についても、このような景

気変動の影響を受けていると考えられるが、その強さや対応については一律ではなく、製造品

出荷額等の推移をみると、府内における地位（順位）は必ずしも安定していない。

まず、府内の上位4市の製造品出荷額等は、いずれも平成12～ 20年の期間について大阪府全

体と同様にＵ字状の推移をしている（図表Ⅱ－15）。ただし、市間で回復のタイミングにずれ

がみられ、大阪市、堺市、八尾市では平成15年に底を打ち16年から回復に転じているのに対し、

東大阪市の回復はこれらより1年早くからみられた。また、変動幅にも地域差があるため、第1

位の大阪市と第2位の堺市との間、第3位の東大阪市と第4位の八尾市の間で、2市間の差が次第

に縮小してきている。そして、平成19年10には製造品出荷額等の順位に逆転がみられ、一時的

だが堺市11（3兆1542億円）が大阪市（3兆1483億円）をわずかに上回った。また、同年には八

尾市（1兆3193億円）と東大阪市（1兆2538億円）においても順位の逆転がみられ、20年にはさ

らに差が拡がっている。

一方、大阪市内における製造品出荷額等をみると、工場数（図表Ⅱ―５、前掲）が府内第1

位、第2位の生野区、平野区において、造品出荷額等の回復に勢いがない。平野区では平成15

年に底を打ち16~20年にかけて緩やかな回復がみられたものの、13年の水準を回復するまでに

は至っていない。また、生野区については平成20年現在に至ってもなお緩やかな減少が続いて

いる（図表Ⅱ―15）。

これら2区とは対称的に増加傾向で推移している此花区の製造品出荷額等は、平成13年の時

点では2,928億円で生野区の2,867億円とほぼ同水準であった。ところが、平成16年より回復に

転じ、18年（3,429億円）、19年（4,628億円）に飛躍的に増加させ、20年（4,703億円）には底となっ

た15年（2,596億円）の1.8倍にも急成長し、大阪市内で第3位に浮上している（図表Ⅱ－９、前

掲）。このように、景気変動や経営環境の変化の影響を受けながらも生産活動では地区差がみ

られ、大阪府内における地位は流動的になっているとみられる。

 

10 平成19年に実施された工業統計調査から、製造以外の活動を把握する目的で、製造品出荷額等に「その他
収入額」（具体的には修理料収入、転売収入、製造小売収入、サービス業収入等）が調査項目として追加さ
れた。このため、厳密には平成19年以降の値については18年以前の数値とは接続しない。しかし、いずれ
の市区においても同じ条件で統計値の集計基準が変わっており、ここでは時間的な数値変化の大きさを問
題にせずに、地区間における相対的な序列（大小関係）について議論している。

 なお、製造品出荷額等と同様に原材料使用額等にも「製造等に関連する外注費」、「転売した商品の仕入額」
が追加されたため、付加価値額、生産額及び原材料使用額等についても18年以前の数値とは接続しない。

11 堺市の平成18年における製造品出荷額等の増加については、17年に美原市と合併し18年に政令指定都市と
なりエリアが拡大したことも関係している。しかし、大阪市を上回った19年の増加については更なるエリ
ア拡大はなかったにもかかわらず、増加が著しかった。さらに20年にも増加がみられたものの勢いがやや
鈍化し大阪市には及ばず、21年（速報値）は２割近く減少している。
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図表Ⅱ－15　大阪府内における上位4市の製造品出荷額等（従業者数4人以上）の推移

注１：大阪市と堺市については左側、東大阪市と八尾市は右側の数値軸の金額。

注２：単位は万円。

図表Ⅱ－16　大阪市内における３区の製造品出荷額等（従業者数4人以上）の推移

注：単位は万円。
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Ⅲ．八尾市の工業活性化要因

本章では、大阪東部地域を構成する八尾市、東大阪市、生野区、平野区の各市区について、

製造業種別および事業所規模別の集積状況から大阪府内における工業製品産地としての特性を

示し、地区特性の違いが生産活動のパフォーマンスにどのように影響しているかについて考察

する。さらに、東大阪市ほどには工場数の集積がみられず、製造品出荷額等でも下回ってきた

八尾市が、平成19年以降、東大阪市の製造品出荷額等を上回り順位が逆転した要因について、

マクロの視点からの探索を試みる。

１．製造業種からみた地区特性と出荷額等の変化

(1)特化度の定義

まず、平成20年１月１日から12月31日現在までの製造業種別（24業種）の製造品出荷額等（従

業者数4人以上）の統計データから各市区の産地特性を特徴づけて比較する。ただし、製造業

種別の出荷額の大きさを単純に比較したのでは市区間による出荷額規模の違いが考慮されない

し、市区毎に製造業種別出荷額の構成比を求めて比較することは理には適うが市区間の違いを

具体的に評価して地域の特性を示すことが難しい。

そこで、製造業種ｉ（ｉ=1,2,3,････,24）について、以下のように特化度 LQi を定義し、市

区間の生産規模の違いを制御した上で、各製造業種の相対的な集積度を比較する12。

 

特化度 LQi は、大阪府全体における全出荷額に占める特定の製造業種ｉの構成比を基準値１

としたときに、対象とする市区における同じ製造業種の構成比がその何倍の高さをもつかを示

す。すなわち、特化度 SDi の計算値から、市区における製造業種ｉの集積度合いが、以下のよ

うに判断される。

ⅰ) LQi ＝１ならば、大阪府の平均的な集積レベルである。

ⅱ) SDi ＞１ならば、大阪府の平均的な集積レベルよりも高い。

ⅲ) LQi ＜１ならば、大阪府の平均的な集積レベルよりも低い。

12 LQi の算出式におけるi産業の構成比について、分母の大阪府における構成比が０のとき、その一地域であ
る分子も０となり、数学上は特化度が定義できないので除外している。
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図表Ⅲ－１　製造品出荷額等の製造業種別構成比。全国と大阪府との比較

注：大阪府内には存在しないが「武器製造業」は、「その他製造業」に計上されている。

図表Ⅲ－２　製造品出荷額等における大阪府の全国に対する特化係数

ただし、 値から１を引いて、全国より構成比が低い業種をマイナスで示している。
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図表Ⅲ－３　各市区の製造業種別の製造品出荷額等の大阪府・大阪市に占める構成比

市については大阪府に占める構成比、区については大阪市に占める構成比。

図表Ⅲ－４　各市区の製造業種別の製造品出荷額等の各市区に占める構成比
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ここで本稿における「特化度」について補足説明すると、概念的には地域経済論における「特

化係数」と同じである。ただし、一般的には分母に全国における産業別の構成比を用いるが、

本稿では全国における大阪府としての全域的な地域特性（図表Ⅲ－２）が存在する中で、さら

に市区間の微妙な特性の違いを際立たせて比較したい。そこで、分母に全国ではなく大阪府に

おける業種別の製造品出荷額等構成比を用いている。

また、あえて「特化係数」(coefficient of specialization)でなく「特化度」(location quotient)

としたのは、国際経済学や貿易論で用いる定義との混同を回避するためである。すなわち、国

全体ではなく地域の生産活動を考える際は海外との貿易のみならず、国内の他地域との移出・

移入をも考慮する必要があり、海外貿易の分析に用いる開放モデルが援用されるために「地域

経済論」と「貿易論」との定義が錯綜しやすいのである13。因みに貿易論における特化係数と

は貿易規模に対する貿易収支の割合をいい、次式で示される。特化係数の値が１に近ければ輸

出に特化、－１に近ければ輸入に特化していることを示す。

貿易特化係数＝ ＝
貿易収支

貿易額

輸出額－輸入額

輸出額＋輸入額

(2)分析対象市区の地域特性

まず、平成20年現在での大阪府内の製造品出荷額等において、上位4市である大阪市、堺市、

八尾市、東大阪市について、32分類の製造業種別の特化度を計算し、LQi 値が高い製造業種に

着目して各市区の特性を特徴づける。

第１位の大阪市の特化度（図表Ⅲ－５）をみると、突出して高い製造業種はみられず、 値が

２以上の製造業種は「なめし革・同製品・毛皮製造」、「印刷・同関連業」で、いずれも都市型

の雑貨部門である。「情報通信機器具製造業」、「電子部品・電子回路等」、「石油製品・石炭製

品製造業」が低いものの、総花的に広く多様な業種の集積がみられる。

これに対して、第2位の堺市の特化度（図表Ⅲ－６）には強い偏りがみられ、「石油製品・石

炭製品製造業」のみ LQi 値が5.03と突出して高く、他は全て２未満である14。堺市は「石油製品・

石炭製品製造業」の大阪府における製造品出荷額等の構成比で92%を占め、府内最大の産地と

なっている（図表Ⅲ－３、前掲）。「非鉄金属製造業」、「はん用機械器具製造業」、「鉄鋼業」に

ついても府内の３割前後を占め絶対額としては有数の産地であるといえるが、堺市は全体の出

荷額規模が大きいために相対的に LQi 値では低めに出ていると考えられる。

13 実際に本誌における中村尊裕[2011]では、八尾市の活性化要因を域外への移出に依存する仮説を主張してい
る。

14 堺泉北臨海工業地帯において、シャープ堺工場において大規模な液晶パネルの生産が開始されたが、平成
20年現在の統計数値にはまだ反映されていない。



地域総合研究所紀要　第３号

108­108 109­

第３位となった八尾市の特化度（図表Ⅲ－７）では、「電子部品･電子回路等」の LQi 値が7.1

と突出しており、「電気機械器具製造業」の同3.4がこれに次いでいる。「電子部品･電子回路等」

の大阪府における構成比では52％を占める府内最大の産地であり、「電気機械器具製造業」で

も25％を占めている（図表Ⅲ－４、前掲）。しかし、パソコン、携帯電話器、薄型テレビ等の

完成品を生産する「情報通信機械器具製造業」については構成比がわずかに0.43％しかなく、

市内に電子部品を納品する市場がないことから、域外の完成品メーカーに対して部品を提供す

る移輸出型の産業集積構造になっていることがうかがわれる。なお、「電子部品･電子回路等」

では、デジタル家電やカメラ、ゲーム機用の部品を提供するホシデン（従業員規模830人程度）

等の大規模な事業所もみられる。

第４位の東大阪市の特化度（図表Ⅲ－８）について LQi 値が２以上の製造業種をみると、「家

具・装備品製造業」（ LQi 値2.7）がやや高いが、「プラスチック製品製造業」（同2.4）、「印刷・

同関連業」（同2.1）、「パルプ・紙・紙加工品製造業」（同2.1）、「なめし革・同製品・毛皮製造」

（同2.0）等の都市型の雑貨部門が上位にきており特に目立つものがみられない。なお、「家具・

装備品製造業」については、大阪府全体でみても「家具・装備品製造業」の構成比が１％強し

かないために相対的に LQi 値が高めになっているが、東大阪市の全出荷額等に対する構成比は

３％弱で特に依存度が高いというわけではない（図表Ⅲ－４、前掲）。東大阪市における構成

比でみるならば、依存度としては、むしろ金属製品製造業（17.2%）や生産用機械器具製造業

（14.7%）のほうが高い

以上のように、平成16年以降の製造品出荷額等の回復においては、都市型の雑貨部門を上位

とし広く多様な業種の集積がみられる大阪市や東大阪市では弱含み、「石油製品・石炭製品製

造業」が突出して高い堺市や「電子部品･電子回路等」が突出して高い八尾市のように、特定

の業種への特化が顕著にみられる市では堅調となり、明暗が別かれたようである。

同様に大阪市内の生野区と平野区についても、製造業種別の特化度を此花区と比較しながら

みる。なお、特化度の算出において、府内における各区の特性を特徴づけるため、分母の構成

比については大阪市ではなく大阪府のものを用いた。

まず、大阪市内で工場数（事業所数）が最も多い生野区では、「ゴム製品 製造業」（ LQ 値8.3）

および「なめし革・同製品・毛皮製造業」（同7.6）が突出し、これらを含め「その他の製造業」

（同2.6）、「金属製品製造業」（同2.4）、「プラスチック製品製造業」（同2.2）、「印刷・同関連業」

（同2.1）のいずれも都市型の雑貨部門が上位にきている（図表Ⅲ－９）。ただし、生野区の「ゴ

ム製品製造業」の出荷額等は大阪市内に対して40.2％の構成比を占めるが、生野区における全

出荷額等に占める構成比は7.4%に過ぎず、必ずしもゴム製品製造業の大規模な集積地区となっ

ているわけではない。生野区全体の出荷額等に対する依存度ではみれば、「金属製品製造業」（構

成比21.2％）の方が高い（図表Ⅲ－４、前掲）。
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図表Ⅲ－５　　大阪市の製造品出荷額等からみた特化度

　

図表Ⅲ－６　堺市の製造品出荷額等からみた特化度
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図表Ⅲ－７　八尾市の製造品出荷額等からみた特化度

図表Ⅲ－８　東大阪市の製造品出荷額等からみた特化度
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工場数が市内第2位の平野区の特化度（図表Ⅲ－10）についても、「なめし革・同製品・毛皮製造」

（ LQi 値4.6）、「家具・装備品製造業」（同4.4）、「ゴム製品 製造業」（同3.9）、「その他の製造業」（同

2.9）、「プラスチック製品製造業」（同2.5）のいずれも都市型の雑貨部門が高いが、平野区の全

出荷額等に対する依存度では、「金属製品製造業」（構成比14.7%）、「生産用機械器具製造業」（同

13.9%）、プラスチック製品製造業(同10.1%)が高い。

平成16年以降の製造品出荷額等において力強い回復をみせた此花区の特化度（図表Ⅲ－11）

をみると、「非鉄金属製造業」（ LQi 値9.1）が突出しており、「輸送用機械器具製造業」（同4.6）、「鉄

鋼業」（同1.4）が LQi 値１を上回るが、これら以外は全て１未満である。此花区の全出荷額等

に対する構成比をみても、「非鉄金属製造業」（36.4％）と「輸送用機械器具製造業」（24.0％）

のみで全体の6割を占め、顕著な特化がみられる。これらについて、「非鉄金属製造業」では電

力ケーブルや導電製品等を製造する住友電気工業（従業員規模2200人程度）、「輸送用機械器具

製造業」では鉄道用車輪・車軸と自動車用クランクシャフトを製造業する住友金属工業（同

1000人程度）等の大手企業による出荷額等が大きい。

このように、大阪市内においても、平成16年以降に製造品出荷額等が勢いよく回復している

区域には特化度において突出した製造業種があり、さらにその業種における有力な大手企業が

みられる一方、回復力が弱いのは雑貨部門が上位を占める都市型の区域となっており、明暗を

別かつ背景にこのような工業集積の違いが関係している可能性も考えられる。

図表Ⅲ－９　生野区の製造品出荷額等からみた特化度
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図表Ⅲ－10　平野区の製造品出荷額等からみた特化度

図表Ⅲ－11　此花区の製造品出荷額等からみた特化度
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(3)製造業種の集積と製造品出荷額等の変化

続いて、各市区における製造業種別の産地特性が、「製造品出荷額等」にどのように影響し

ているのかを考察するために、まず大阪府の統計データから全体的な傾向を把握する。

平成20年現在における大阪府の全製造業種の「製造品出荷額等」（従業員数4人以上）は18兆

1580億円であり、この内訳を24の製造業種別にみると、化学が２兆2576億円（構成比12.4％）

と最も多く、次いで鉄鋼１兆9343億円（同10.7％）、金属製品１兆6256億円（同9.0％）、生産

用機械１兆5064億円（同8.3％）、食料品１兆775億円（同5.9％）の順となっている（図表Ⅲ－

12）。これらのうちの上位3業種の産業小分類別については、化学では「医薬品」、鉄鋼では「製

鋼を行わない鋼材（表面処理鋼材を除く）」、金属製品では「建設用・建築用金属製品（製缶板

金業を含む）」が、それぞれの第１位を占めている。

大阪府の製造品出荷額等が減少から回復に転じた平成15年以降について、全産業に占める業

種別構成比の変化をみると、第1位の化学、、第３位の金属製品、第５位の食料品、第8位の電

気機械、第11位のプラスチック等では縮小する傾向にある一方で、第2位の鉄鋼、第4位の生産

用機械、第10位の電子部品、第12位の非鉄金属等では、年々構成比が拡大する傾向にあり、大

阪府内の製造業業の産業構造に変化がみられる（図表Ⅲ－12）。

図表Ⅲ－12　製造業種別にみた大阪府の製造品出荷額等の構成比の変化

平成20年における大阪府の製造業種別の製造品出荷額等を前年実績と比べると、24業種のう

ち９業種が増加し、15業種が減少した（図表Ⅲ－13）。増加した業種は、鉄鋼の3302億円（20.6％）
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増、電子部品の2597億円（43.8％）増、食料品の463億円（4.5％）増などであった。減少した

業種は、情報通信機械の1352億円（17.2％）減、電気機械の1118億円（10.5％）減、印刷の438

億円（6.8％）減などであった。

これらについては市区間による地域差があると考えられるが、製造品出荷額等の回復の著し

かった堺市、八尾市、此花区について、市区内での構成比が高い製造業種の平成20年における

前年比について、大阪府の数値を参考値としてみる。

堺市では石油製品が28.8％、鉄鋼が16.8%の構成比を占めるが（図表Ⅲ－４、前掲）、大阪府

における鉄鋼の増加率は20.6％増と大きく伸びており、また、石油製品は－3.9％で平成20年は

減少に転じたものの、16年、17年、18年においては、9.1％増、33.7％増、13.2％増と著しく増

加しており、堺市の製造品出荷額等が急速に増加した期間と一致している。

八尾市では電子部品が31.0％、電気機械器具が16.8％の構成比を占めるが、大阪府における

これらの増加率は、それぞれ、43.8%増、10.5％減であり、電気機械器具に足を引っ張られた

可能性はあるもののそれ以上に電子部品の増加が大きく寄与していると考えられる。

図表Ⅲ－13　製造業種別にみた大阪府の製造品出荷額等の対前年比

注：日本標準産業分類の第12回改定（平成19年11月６日総務省告示第618号）に伴い、産業中

分類の分割・統合が行われたため、平成18年以前と19年以降は接続しない。そこで、20年の増

加率については19年の数値を20年の分類で再集計して計算している。

此花区では非鉄金属が36.4％、輸送用機械が24.0％を占める。大阪府における非鉄金属の増

加率は3.6％増だが、16年、17年、18年においては、16.8％増、9.5％増、33.4％増と著しく増加
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している。また、輸送用機械についても20年は0.3％増と横ばいに近いが、16年には8.1％増、

18年には5.0％増と増加しており、此花区の製造品出荷額等の増加に寄与している。

これらの市区に対し、東大阪市、生野区、平野区の製造品出荷額等において最大の構成比を

占める金属製品は、平成17年に一時的に6.3％増となったがその後伸びが鈍化し、20年には1.3％

減に転じており、依存度が高く主力となる製造業種の出荷額等に力強さがない。

このように製造業種の集積状況の違いが市区の製造品出荷額等に影響しているといえる。

図表Ⅲ－14　八尾市の平成19年における製造業種別製造品出荷額等の前年比較（参考）

八尾市の製造品出荷額等が東大阪市を上回った19年について、参考までに、あえて15八尾市

について製造業種別に前年値と比較すれば図表Ⅲ－14のようになり、電子部品・ディバイス製

造業（前年比75.0％増）、衣服・その他繊維製造業（同69.7％増）が著増している。しかし、全

体に占める製造業種別の構成比を考慮して上昇寄与率をみれば、全体の製造品出荷額等の前年

比16.7％増のうちの82.3％は電子部品・ディバイス製造業の伸びが寄与していたことになり、

衣服・その他繊維製造業の伸びによる寄与率は0.7％に過ぎない。

15 平成19年に日本産業標準分類が基準改定されたため、製造業種別の製造品出荷額等の数値において18年と
19年は接続しないため、本来は比較ができない。
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２．製造品出荷額等の要因分解

「製造品出荷額等」について製造業種別の違いが生じる要因を調べるために、「製造品出荷額

等」について、以下のように３つのファクターに分解する。すなわち、

製造品出荷額等

＝事業所数×
製造品出荷額等
事業所数

＝事業所数×
従業者数
事業所数×

製造品出荷額等
従業者数

＝事業所数×（１事業所当たり従業員数）×（従業員１人当たり製造品出荷額等）

（eq.1）

平成20年における大阪府の製造品出荷額等（従業者数4人以上）の18兆1580億円を、(eq.1)式

を用いて要因分解すれば、「事業所数」は2万4200、「従業者数」は52万6790人であり、「1事業

所当たり従業者数」は21.8人、「１事業所当たり製造品出荷額等」は７億5033万円、「従業者１

人当たり製造品出荷額等」は3447万円となる。

これらについて製造業種別に比較するために、「製造業種別の事業所数」を図表Ⅲ－15、「製

造業種別の従業者数」を図表Ⅲ－16、「１事業所当たり従業員数」を図表Ⅲ－17、「1事業所当

たり製造品出荷額等」を図表Ⅲ－18、「従業員1人当たり製造品出荷額等」を図表Ⅲ－19にそれ

ぞれ示す。

図表Ⅲ－15　製造業種別の事業所数
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図表Ⅲ－16　製造業種別の従業者数

図表Ⅲ－17　１事業所当たり従業者数
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図表Ⅲ－18　１事業所当たり製造品出荷額

図表Ⅲ－19　従業者1人当たり製造品出荷額

図表Ⅲ－15に示す製造業種別の事業所数（従業者数4人以上）の上位５業種をみると、金属

製品、生産用機械、プラスチック製品、印刷業、繊維の順であり、下位５業種は石油製品・石

炭製品、飲料・たばこ、情報通信機械、なめし革、木材・木製品の順である。



118­118

大阪東部地域における工業集積の現状について、八尾市における活性化要因の検証（深瀬・三宅）

119­

これと図表Ⅲ－16に示す製造業種別の従業者数（従業者４人以上）を比べれば、大雑把には

事業所数が多い製造業種ほど従業者数も多くなる傾向がみられるが、より正確には１事業所当

たり従業者数にも影響される。

実際に、１事業所当たり従業者数（図表Ⅲ－17）が多い情報通信機械（110.2人）、化学（55.2

人）、食料品（44.9人）、電子部品（44.7人）、輸送用機械（41.2人）、非鉄金属（30.1人）等の製

造業種では、事業所数においてよりも従業者数における順位の方が上位になっている。また、

都市部において集積がみられるなめし革（10.2人）、繊維（12.6人）、その他（13.7人）、金属製

品（14.6人）、木材（14.9人）等の製造業種では、平均規模の21.8人を下回る。

１事業所当たり製造品出荷額（図表Ⅲ－18）が大きい上位5業種は、石油・石炭（170億5629

万円）、情報通信機械（60億9774万円）、化学（36億4128万円）、電子部品（30億3198万円）、鉄

鋼（26億9408万円）で、１事業所当たりの従業者数が多く、大規模な設備を要する重化学部門

が多い。一方、下位の５業種は、なめし革（１億4309万円）、繊維（２億2622万円）、その他（２億

3869万円）、家具（２億9055万円）、印刷（３億1553万円）、金属製品（３億1981万円）となっ

ており、比較的従業員規模の小さい、都市型の雑貨部門が多く含まれている。

また、従業者１人当たり製造品出荷額等（図表Ⅲ－19）の平均は3447万円であるが、上位５

業種は、石油・石炭（6億2153万円）、飲料・たばこ（1億149万円）、鉄鋼（8997万円）、電子部

品（6786万円）、化学（6597万円）といった装置型産業またはハイテク部門となっており、な

めし革（1406万円）、家具（1476万円）、その他（1747万円）、繊維（1789万年）、印刷（1827万

円）といった都市型の雑貨部門が低く、従業者１人当たり製造品出荷額等が最大の石油・石炭

と、最小のなめし革との業種平均の格差は44.2倍にも及ぶ。

しかし、従業者１人当たりの製造品出荷額等の業種平均の差が必ずしも「常用雇用者1人当

たり現金給与額」の差を反映するわけではない。生産額に占める付加価値額の割合である「付

加価値率」が重要なファクターとなるからである。付加価値率（従業者数30人以上）の全製造

業種平均は33.2％であり、製造業種別にみると、付加価値率の高い業種は、化学（50.3％）、窯

業・土石（49.8％）、業務用機械（44.9％）の順となっている（図表Ⅲ－20）。一方、低い業種は、

非鉄金属（15.1％）、鉄鋼（18.7％）、電子部品（19.0％）の順である。

常用雇用者１人当たりの現金給与額（従業者30人以上）には、従業者1人当たり製造品出荷

額等と付加価値率が影響するが、全業種平均は498万円で、これを業種別にみると、高い業種

は石油・石炭（870万円）、情報通信機械（801万円）、化学（613万円）、輸送用機械（580万円）、

鉄鋼（575万円）の順で、重化学部門が上位を占めている（図表Ⅲ－21）。
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図表Ⅲ－20　　産業別の付加価値率（従業者30人以上）

図表Ⅲ－21　常用雇用者１人当たりの現金給与額（従業者30人以上）

前掲（eq.1）式における「製造品出荷額等」を構成する個別の３ファクターを統合して考察

するために、「製造品出荷額等」および各々のファクターの値を自然対数を用いてデータ変換し、
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以下のように３つのファクター（原因）の和によって示す。

ln[製造品出荷額等]

＝ln[事業所数]+ln[1事業所当たり従業員数]+ln[従業員１人当たり製造品出荷額等]

(eq.2)

さらに、事業所数のファクターを除去した生産性のみを分析するのであれば、

ln[1事業所当たり製造品出荷額等]

＝ln[1事業所当たり従業員数]+ln[従業員１人当たり製造品出荷額等]

(eq.3)

（eq.2）式および（eq.3）式をグラフ16に示したものが、図表Ⅲ－22および23である。図表Ⅲ

－22において、金属製品、プラスチック製品、印刷、繊維、なめし革のような雑貨部門では、

事業所数は多いが、従業者規模は小さく、従業者1人当たりの製造品出荷額等が低いこと、こ

れらとは対称的に石油・石炭、化学、鉄鋼、情報通信機械のような重化学部門やハイテク産業

では、事業所数は少ないが、従業者規模が大きく、従業者1人当たりの製造品出荷額が大きい

ことがわかる。

図表Ⅲ－23では、石油・石炭、鉄鋼、飲料・たばこ等のように労働生産性が高く資本集約型

の業種と、情報通信機械、化学、電子部品、食料品、業務用機械等のように低い労働生産性に

対して労働を集約させることによって1事業所当たりの製造品出荷額等をあげている業種とを

みわけることができる。

16 ただし、このようなデータ変換を施すと、各製造業種間での原数値の差は僅差に圧縮されてしまうため、
グラフ化したときにファクター間の大きさの違いが肉眼では識別しにくくなり考察用の資料としては活用
しにくい。そこで、ファクター分解式(eq.2)の両辺を、

 　　　
　
で除して変換し、

 工業製品出荷額等/e3

 ＝事業所数/e×（１事業所当たり従業員数/e）×（従業員１人当たり工業製品出荷額等/e）
 と数式変形してから対数変換し、次式のように各々のファクターの長さを一律に１だけ縮めることより、

帯の長さの違いを際立たせるようにしてグラフ化している。
 ln[製造品出荷額等]－３
 ＝（ln[事業所数]－１）
 ＋（ln[１事業所当たり従業員数]－１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(eq.4)
 ＋（ln[従業員１人当たり製造品出荷額等]－１） 
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図表Ⅲ－22　業種別の製造品出荷額等についての３要因分解

図表Ⅲ－23　業種別の製造品出荷額等から事業所数のファクターを除去
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３．製造品出荷額等変化の寄与度分解

製造品出荷額等（従業者数４人以上）で府内第４位だった八尾市が、平成19年においてなぜ

第３位の東大阪市を追い抜いたのかについて、要因分解を用いて考察する。八尾市、東大阪

市、堺市における平成12年～ 20年にかけての推移は図表Ⅱ－15（前掲）に示したとおりである。

これら３市の各期における製造品出荷額等の変化要因について、(eq2)式について以下のように

時間差分17をとることによって、個別要因の変化を調べる。すなわち、

Δln[製造品出荷額等]

＝Δln[事業所数]＋Δln[1事業所当たり従業員数]＋Δln[従業員１人当たり製造品出荷額等]

 (eq5)

これに時系列データを用いて、グラフ化したものが図表Ⅲ－24～ 26である。折れ線グラフ

は製造品出荷額の変化率（前期の対数値）を示し、これについて分解した３ファクターの大き

さ（寄与度）を積み上げ棒グラフの３区分で示している。

製造品出荷額の増減は、これらの３ファクターの力関係の結果として譲出され、各々のファ

クターに一貫性した方向性はみられず変化している。例外もみられるが、「事業所数」（棒グラ

フにおいて縦縞の区分）と「１事業所当たり従業者数」（同横縞の区分）とは反対の動きをす

る傾向がある。すなわち、前述したように従業者数の総数には雇用調整の影響が反映されてい

るが、「１事業当たり従業者数」についてはeg.1の２項における分母の事業者数の影響も強く

受けていると考えられる。したがって、従業者数4人未満の事業所を無視した統計データでは

あるが、小規模の事業所における存在数の変動も含まれていると考えられる。

 八尾市（図表３－24）と東大阪（図表３－25）とのファクターの増減変化の方向を比較すると、

19年をのぞき、「事業数」（同縦縞の区分）と「１事業所当たり従業者数」（同横縞の区分）に

ついては両市の変化方向がほぼ一致している。また、「従業者1人当たり製造品出荷額等」（棒

グラフで塗りつぶされた区分）についても、平成16年～ 20年の期間、両市とも増加が続いたが、

特に18年～ 20年における八尾市の増加は顕著であるが、東大阪市ではこれより弱く、この違

いが19年の製造品出荷額等の順位における両市の逆転を現出していたことがわかる。

平成19年における八尾市では、「企業数」が減少し、「１事業所当たり従業者数」の増加も東

大阪市よりも弱く、工業集積度の変化では東大阪市よりも劣位な状況にあった。しかし、それ

17  t年における製造品出荷額等をY(t)、事業所数をF1(t)、１事業所当たり従業員数をF2(t)、従業者1人当たり製
造品出荷額等をF3(t)、Δをラグ演算子とすれば、

　　　　ここで、　　　　　　　　　　　　　　　　　　だから、
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以上に「従業者1人当たり製造品出荷額等」が著しく増加したために、東大阪市の製造品出荷

額を追い抜くまでに寄与したのである。そのためには、何らかの理由によって八尾市内におい

て大規模な受注額の増加があったことが考えられる。

堺市（図表Ⅲ－26）では、平成12年～ 19年の期間において「事業所数」が減少し続けたが、

17年のみがプラスに転じ突出した増加をした。これが大きく寄与したためこの期間における製

造品出荷額等は最大の伸びを示した。平成17年には堺市が隣接する美原町と合併して18年に政

令指定都市となり、美原町分の事業所数が計上されたことも反映されている。しかし、堺市の

成長要因はエリア拡大によるものだけではない。平成16年と19年には「従業者1人当たり製造

品出荷額等」が力強い伸びを示しており、さらに19年ついては「事業所数」の減少に比べ「1

事業所当たり従業者数」と「従業者1人当たり製造品出荷額等」の２つの要因が増加したこと

が大きく寄与している。

さらに、大阪市内における此花区（図表Ⅲ－27）、生野区（図表Ⅲ－28）、平野区（図表Ⅲ－

29）について、製造品出荷額等の変化要因を比較する。3区の中で増加が著しかった此花区で

優位に寄与した要因をみると、平成18年は「従業者1人当たり製造品出荷額等」が他区よりは

力強く、19年はこれに加えて、「1事業所当たり従業者数」が増加したことも大きく寄与してい

る。一方、製造品出荷額等の減少が長期的に下げ止まらない生野区では、「従業者1人当たり製

造品出荷額等」の増加に此花区ほどの力強さがみられず、「事業所」と「1事業所当たり従業者

数」が交互に大きく増加しているが、両者が相殺される格好になってしまっている。

以上みてきたように、製造品出荷額等において他市区を追い上げる要因となったのは、八尾

市では「従業者1人当たり製造品出荷額等」の増加の力強さであり、堺市と此花区ではこれに

加えて「1事業所当たり従業者数」の増員であった。堺市と此花区では平成19年において、同

時にこれら2つの要因が増加していることから、①何らかの理由で域内の受注が増加し、各事

業所でこれに対応するために従業者数を増員したか、②因果関係が逆で、大規模工場が操業を

開始したために従業者数と出荷額等が増加した可能性も考えられる。後者の可能性については

大阪府による産業立地政策とも関係しているので、後の章で詳細に照合を試みる。なお、堺市

の湾岸部ではシャープの液晶工場をはじめとする大型プロジェクトの立地計画が決定され、既

に工場での操業が開始されたが、平成20年現在の工業統計には未だ数値は反映されていない。

　

 



124­124

大阪東部地域における工業集積の現状について、八尾市における活性化要因の検証（深瀬・三宅）

125­

図表Ⅲ－24　八尾市における製造品出荷額等の変化要因

図表Ⅲ－25　東大阪市における製造品出荷額等の変化要因
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図表Ⅲ－26　　堺市における製造品出荷額等の変化要因

図表Ⅲ－27　此花区における製造品出荷額等の変化要因
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図表Ⅲ－28　生野区における製造品出荷額等の変化要因

図表Ⅲ－29　平野区における製造品出荷額等の変化要因
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４．従業者規模と製造品出荷額等との関係

大企業と中小企業の生産性等の違いを考える際にしばしば規模の経済性 (スケールメリット)

が議論される18。そこで、市区間の平均従業者数規模の違いが、どのように労働生産性に反映

されるのかを確認する。各市区における「１事業所当たり従業者数」および「従業者１人当た

り製造品出荷額等」は図表Ⅲ－30に示すとおりである。従業者規模が大きくなるに従い労働性

生産性が高くなる傾向がうかがえる。さらに、これをもとに「１事業所当たり従業者数」を横

軸（対数目盛）、「従業者１人当たり製造品出荷額等」を縦軸にとり、散布図上に各市区の数値

をプロットすれば図表Ⅲ－31のようになる。7つの市区は散布図上に直線状ではなく、左半分

は下側に、右半分は上側に湾曲したS字の曲線状に並んでおり、製造品出荷額等の増加に勢い

があり他市区を追い上げている此花区、堺市、八尾市は右半分に、回復力が弱い生野区や平野

区は左端にプロットされている。従業者規模の増加に伴い、これが30人程度までは「従業者１

人当たり製造品出荷額等」が加速度的に増加している。このため、八尾市は東大阪市よりも平

均の従業者規模では2.8人多いだけだが、「従業者１人当たり製造品出荷額等」は1.74倍にもなっ

ていることがわかる。

図表Ⅲ－30　大阪東部地域の各市区における製造業の生産活動状況

 

18  製造業における規模の経済性を経済学のテキスト通りに計測するのであれば、「工業統計表」の個別事業所
のデータを用いて、「資本」Kと「労働」Lの投入量と「(粗)付加価値生産額」Yとの間にコブ=ダグラス型
の生産関数Y＝AK

α
L
β
を想定し、指数のαとβを求めて和の大きさを１（１次同次性）と比較すればよい。

計測結果について、例えば中小企業庁の調査では、全製造業種でα＋β＞１となっており,「飲料・たばこ」、
「武器」等の業種では事業所レベルでの規模の経済性が大きい。さらに昭和49年と平成８年とを比較すると、
多くの業種で上昇している。業種別に見ると,「印刷・出版」、「武器」等では,規模の経済性が大きく上昇し
ているのに対し、「皮革」、「窯業・土石」では逆に縮小しているとしている。
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図表Ⅲ－31　「１事業所当たり従業者数」と「従業者１人当たり製造品出荷額等」の関係

注：横軸のみ対数目盛をとっている

図表Ⅲ－32　従業者規模別の事業所数についてのローレンツ曲線

注：従業者数4人未満を含む。図が煩雑になるため平野区は省略。
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各市区における「１事業所当たり従業者数」について、規模別の分布状況を比較するため

に、全事業所数に対する規模別の事業所数の構成比をとり、規模の小さいものから累積構成比

をとっていくと、図表Ⅲ－32に示されるローレンツ曲線が描かれる。ローレンツ曲線が上方に

大きく湾曲するほど零細事業所の構成比が高く、下側に向かうほど大規模事業所の集積度が高

いことを示す。最も外側のローレンツ曲線が示すのは生野区であり零細性が最も強い。東大阪

市と大阪市を比較すると、従業者数が19人までは大阪市の方が上側に湾曲しているが、20人以

上からは東大阪が上側に回り込んでいるので、大阪市の方が大規模工場の構成比が高いと判断

する。此花区のローレンツ曲線は「30人～ 49人」の区分では堺市の外側に出るが、それ以外

では最も内側にあることから、此花区の方が堺市よりも大規模工場の構成比が高いと判断され

る。従って、市区間の零細性は、生野区、東大阪市、大阪市、八尾市、堺市、此花区の順に強

いということになるが、「従業者1人当たり製造品出荷額等」の大きさにはこのような規模別の

分布状況が克明に反映されている。

「１事業所当たり従業者数」を横軸（対数目盛）、「従業者１人当たり製造品出荷額等」を縦

軸にとり、経済産業省による全国の工業統計表を用いて両者の関係を詳細にみると図表Ⅲ－33

のようになる。さらに縦軸も対数目盛をとれば、右上がりの直線を得る。従業者規模が300人

を超える領域では労働生産性の低下もみられるが、全体的には指数状に生産性が向上している

ことがわかる。同様に図表Ⅲ－44で市区別の状況をみても全国と同様の傾向がうかがえる。し

たがって地域産業政策では工場の大規模化が有効である可能性がある。

図表Ⅲ－33　　全国における事業所当たり者従業者数と1人当たり製造品出荷額等
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図表Ⅲ－34　各市区における事業所当たり者従業者数と1人当たり製造品出荷額等 
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Ⅳ．行政による地域産業政策の効果

各市区における製造品出荷額等について、第Ⅲ章では、市区に内在する産業集積構造や従業

者規模構成による地域特性から考察してきたが、本章では行政による地域産業政策との関係か

ら考察する。ただし、「企業立地促進法」および「大阪府企業立地促進条例」による産業集積

の強化と、「産業クラスター計画」に基づく企業間交流による地域産業の活性化に絞り、経済

産業省と自治体が担う具体的な施策展開に焦点を当てて整理する。

１．企業立地促進法による地域産業集積の強化

(1)経済産業省による企業立地促進法

近畿圏では1964年以降、工業集積を抑制して地方に分散する政策がとられ、いわゆる工場三

法と総称される、①工場等制限法（1964年）19、②工場再配置促進法（1972年）20、③工場立

地法（1973年）21が制定され、生産性の高い大規模工場の都市部への立地が制限された。さら

に1980～ 90年代には、地価・人件費の高騰、円高、途上国の発展等の影響を受けて、工場の

海外移転と地方流出（空洞化）も促され、「関西の地盤沈下」も懸念された。しかし、工場の

地方分散政策が見直され、2002年に工場等制限法が、2006年に工場再配置促進法が撤廃され、

同年に工場立地法についても緩和される等、規制が緩和されるとともに自治体の裁量権が拡大

された。そして、2007年には通常国会において「企業立地促進法」22が成立し、産業政策は工

業集積の分散化から維持・強化へと大きく方向転換されている。

企業立地促進法に基づく地域産業政策の実質的な担い手は自治体であり、協議し主務大臣に

同意を得た基本計画に基づいて実施する事業については一定の支援措置が受けられる。

 

支援の流れは図表Ⅳ－１に示される。大阪府では、2007年度に、① 堺・高石臨海地域(堺市

及び高石市の臨海部の区域)、② 吹田・茨木地域(彩都ライフサイエンスパーク、大阪大学吹田

キャンパス、国立循環器病センターの区域) の２地域の基本計画を策定し、国の同意を得ている。

19  「首都圏の既成市街地における工業等の制限に関する法律」（1959年制定）と、「近畿圏の既成都市区域にお
ける工場等の制限に関する法律」（1964年制定）の2つを「工場等制限法」と総称している。この法律の目
的は、都市部に制限区域を設け、その制限区域内に人口・産業の過度の集中を防ぐことであった。具体的
には、その区域での一定面積以上の工場（原則1,000㎡以上）、大学の新設・増設などを制限していた。共に
2002年7月に廃止された。

20 工業が集積した地域（移転促進地域）から集積が低い地域（誘導地域）に工場を移転・新設する場合、事
業者に補助金等の支援措置を実施するもので、1972年に制定、2006年に廃止された。

21 特定工場（敷地面積が9,000㎡以上、または建築物の建築面積の合計が3,000㎡以上の中・大規模工場）を新設・
増設する場合、生産施設に面積制限を課し、一定規模の緑地、環境施設の確保を義務づけるもので、1973
年に制定。2004年に生産施設の面積制限が緩和され、屋上・壁面緑化面積を緑地として算入可能。地域ご
とに柔軟な運用ができるよう、地方自治体の裁量権も拡大した。

22 正式名は「企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律」
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また、2009 年度（2010年3月）には他府県と共に国の同意を得て、③ 関西地域健康長寿関連産

業広域基本計画23、④ けいはんな地域広域基本計画24の２地域が追加された。さらに2010年度

より、「広域的な取り組み」を優先的に国が支援する方針としたことを受け、「堺・高石臨海地

域」の基本計画を変更し、兵庫県「神戸市地域」、「尼崎市地域」と広域連携のもと活性化に取

組むことにしている。

図表Ⅳ－１　企業立地促進法による支援の流れ

国が策定する①基本方針25に基づき、都道府

県と市町村が、②地域産業活性化協議会26での

協議を経て、③基本計画27を作成し、主務大臣

に協議し、国の同意を得た基本計画に基づいて

実施する事業については一定の支援措置が受け

られる。事業者は、企業立地又は事業高度化を

行う場合、それぞれ、④企業立地計画28、⑤事

業高度化計画29を作成し、都道府県知事に対し

承認申請をすることができ、当該計画に基づい

て、設備投資促進税制（特別償却の適用）など

各種支援措置が受けられる。　

(2)大阪府による企業立地促進条例

大阪府では、「大阪府企業立地促進条例」において、施策の基本方針（４条）30、補助金の交付（５

条）、企業立地の状況等の公表（６条）を定めている。同条例は2007年度から施行され、これ

までに実施された主要な支援施策の内容は、①企業立地促進補助金交付31、②外資系企業進出

23 広域連携区域:彩都（西部地区ライフサイエンスパーク及び中部地区）吹田東部拠点地区、大阪大学吹田キャ
ンパス、国立循環器病センター、滋賀県（長浜地域）、京都府（らくなん進都横大路地区）、兵庫県（ポー
トアイランド、神戸サイエンスパーク等）

24 広域連携区域：大阪府（枚方市、四條畷市、交野市）、京都府（京田辺市、木津川市、精華町）、奈良県（奈
良市、生駒市）

25 主務大臣が策定する基本的な方針。
26 法第７条に基づき基本計画を協議するために設けられる協議会。市町村及び都道府県が組織する。
27 いわゆる「企業立地マニフェスト」
28 基本計画に定められた区域において企業立地を行う計画。事業者が作成し、都道府県知事の承認を得るこ

とができる。
29 基本計画に定められた区域において新商品開発などの事業高度化を行う計画。事業者が作成し、都道府県

知事の承認を得ることができる
30 ①立地企業への情報提供、②人材の育成及び確保等の環境整備、③立地企業に対する優遇措置、④その他

の企業立地の促進に関する施策を実施し、さらに同第２項で、⑤企業立地に関する相談及び情報提供を総
合的に実施する体制を整備し、⑥市町村、国等との連携に努めるとしている。

31 補助対象地域において、工場又は研究開発施設等を設置する企業に対して、企業立地促進補助金を交付した。
平成21年度の補助金交付額は、継続交付分も含めて33企業39億355万円となった。
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促進補助金交付32、③産業集積促進税制33、④産業立地促進融資34である。

経済産業省の「企業立地促進法」では、堺市については基本計画に組込まれたが、八尾市、

東大阪市、生野区、平野区については2010年度時点では含まれていない。しかし、「大阪府企

業立地促進条例」において八尾市と東大阪市は、既存の工場集積の維持・促進を目的として中

小企業等の再投資を促進すべき地域として位置づけられている。

また、両市は上記①の企業立地促進補助金交付でも、「先端産業補助金」の対象地域には指

定されていないが、「府内投資促進補助金」の部門で交付を受けている（図表Ⅳ－２）。上記③

の産業集積促進税制についても、「第一種産業集積促進地域」（大阪府が産業拠点における新た

な産業集積を図るため、企業立地を促進する地域）には指定されていないが、2007 年度税制

に特例措置が設けられて「第二種産業集積促進地域」に指定されている。

図表Ⅳ－２　企業立地促進補助金施策における「府内投資促進補助金」交付企業

交付先企業 業種 立地場所 補助対象経費 交付決定額

柏原計器工業(株) 量水器の製造販売等 八尾市 4億 2,740万円 4,274万円
(株)イマグチ 機械工具の製造加工等 八尾市 1億 1,037万円 1,103万円
(有)マコト化成 プラスチックの成型加工等 東大阪市 6億 1,805万円 5,000万円
(株)ナニワ炉機研究所 鋳造設備設計製作等 東大阪市 2億 1,718万円 2,172万円

注：他市区の29企業については省略

資料：「大阪府企業立地促進条例」企業立地の状況等の公表（６条）に基づく資料。

２．八尾市における地域産業政策と住民参画

前節でみてきたように、東大阪市と八尾市は国および大阪府による産業政策では、既存の工

場集積の維持・促進を目的として中小企業等の再投資を促進すべき地域として対等に位置づけ

られている。すなわち、行政当局が中小企業を支援する目的は脆弱な経営資源の補強にある。

具体的には人材の啓蒙による質の向上や産学官の連携による製品の高付加価値化、低利な資金

融資、異業種交流、豊富な情報提供等である。したがって、もしも行政による政策効果の違い

が両市にあるとすれば、市レベルの具体的な支援取組みの違いに起因している可能性も考えら

れる。

32 進出時にかかる経費（会社登記手続、不動産仲介、通訳及び市場調査費等）について最大１/２限度額
５０万円で軽減する制度。中国、韓国、インド、タイなどにおいても精力的にプロモーション活動を実施し、
平成21年度には19件の企業・機関等の進出が実現した。

33 府内の産業集積を税制面から促進するため、市町村からの申請に基づき産業集積促進地域を指定し、市町
村が税制等で優遇措置を講じる場合に対象不動産の取得に係る不動産取得税の二分の一に相当する税額を
軽減する制度。

34 大阪府内の産業拠点への立地に際し必要な資金供給のため、府が融資実行額等に応じて資金を預託するこ
とにより、金融機関が低利で融資する制度。



134­134

大阪東部地域における工業集積の現状について、八尾市における活性化要因の検証（深瀬・三宅）

135­

(1) 『八尾市中小企業地域経済振興基本条例』

八尾市はこれらの支援の具体化する産業振興策として『八尾市中小企業地域経済振興基本条

例』を制定し、図表Ⅳ－３に示す方針を定めている。ここで注目しなければならないのはその

施策がどのように実行され、どのように効果を挙げているかである。ともすれば施策が抽象的

であるために単なるスローガンに終わってしまうケースが多く見られるからである。しかし、

八尾市では基本条例で中小企業の経営資源に対する支援の基本姿勢を、①現場第一主義で企業

の課題事項に対応する、②課題解決のために企業側に立ち手厚くサポートする、③企業間の連

携・交流の場をつくる、④サポートセンターと企業との双方間の情報の場をつくる、と明言し

ている。

図表Ⅳ－３　『八尾市中小企業地域経済振興基本条例』における方針

・中小企業の振興：地域産業に栄える町づくりに繋げる特性にあった施策を推進する。

・市の責務：社会経済情勢の変化に適切な措置をはじめ、国等と連携した施策を推進する。

・中小企業の努力：経営基盤の強化と人材育成等の努力と地域環境との調和に配慮する。

・市民の理解と協力：市民は中小企業の振興への健全な発展に協力する。

・大企業の努力：大企業が地域社会の発展に欠かせないことを認識し健全な振興に努める。

(2)　産業振興会議

東大阪市の人口は50万人強であり、中小企業集積の事例研究の対象地域として注目を集めて

きた。対する八尾市の人口は半分強の27万人強であり、産業集積の実態も対外的にはあまり注

目されてこなかった35。しかし、八尾市の地域産業政策で高く評価できるのは、中堅規模の市

でありながら、具体的な支援施策を立案するために「産業振興会議」（図表Ⅳ－４）を発足させ、

地域産業の現状と課題を正確に把握し、的確な施策を矢継ぎ早に打ち出し続けている点である。

「産業振興会議」では、数々の産業政策を手掛け、産業振興・地域経済・中小企業研究等の

分野で大阪を代表する学識者を座長に据え、公募による地域住民、大阪同友会八尾支部をはじ

め地元商工業者、中央官庁の地域産業政策担当者を参画させることにより、低コストでながら

民間シンクタンク水準並みの効果をあげている。地域住民も参画できるオープンな会議におい

て自由闊達に議論がなされ、それが市議会に提出・議決され、さらに、条例第４条「基本的施策」

を総合計画にリンクさせている。継続的に施策提言する「場」があるということ、そして、『待

ちの姿勢』ではなく積極的に政策立案の提言を生産の場からなどあらゆる業種を通して行って

いくこと、それが製造品出荷額等において東大阪市を追い抜き大阪府下第３位になる等、八尾

市産業の活性化につながっているとみられる。

八尾市中小企業地域経済振興基本条例を実効あらしめるために実行された主要施策について

35 2010年12月現在のGoogle検索でのヒット件数で比較すると、「東大阪市×中小企業」が197,000 件に対して、
「八尾市×中小企業」は41,400 件であった。
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図表Ⅳ－４　八尾市における産業振興
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は、八尾市産業振興会議報告書（平成22年９月作成）の『条例制定後、実現された主な産業振

興施策』より引用すると図表Ⅳ－５のとおりである。

図表Ⅳ－５　条例制定後、実現された主な産業振興施策36

・八尾市中小企業サポートセンター事業（14年度～）

・八尾ものづくり受注相談会開催（14年度～ 21年度）

・ビジネスマッチング博開催（14年度～）

・商業ネットワーク化支援事業（八尾あきんどOn-Doネット）（14年度～）

・ものづくりのまち八尾ブランド化推進事業（16年度～）

・アントレプレナーシップ教育事業、地域再生計画

　「ものづくり八尾　担い手育成計画」（16年度～ 18年度）

・異業種交流グループ等の研究開発への助成制度（16年度～）

・八尾市中小企業サポートセンター機能拡充・移転（18年度）

・八尾市ワークサポートセンター事業（19年度～）

・八尾市ものづくり集積促進奨励金制度（19年度～）

・八尾市中小企業地域経済振興功績者顕彰制度（19年度～）

・産業政策アドバイザーの設置（20年～）

・大お逮夜市の実施（20年度）

・名物アイデアコンテストの実施（20年度）

・ものづくり人材育成事業（20年度～）

・地域資源活用モデル商品開発事業（21年度～）

・地域商業活性化アドバイザーの設置（21年度～）

・公募提案型地域商業活性化事業（21年度～）

・地域商品券の発行（21年度）

(3)八尾市中小企業サポートセンター

八尾市では産業振興条例の趣旨に沿い、「八尾市中小企業サポートセンター」を設置し、研

究・技術開発、製品開発、経営革新、情報化、人材確保・育成等の支援サービスを実施している。

現在では、センター長（産業振興課職員）１名、事務補助員１名、アドバイザー１名、コーディ

ネータ６名（アドバイザー、コーディネータは企業および公的機関のOBが非常勤で交代勤務）

で運営され、製造現場に出向き、専門機関や専門家との橋渡しをする等、個々の企業の相談に

対応するほか、企業に共通する技術課題解決のため産学連携を進めている。平成19年度におけ

36 産業振興会議は1998年に発足し、「八尾市中小企業地域経済振興基本条例」制定を提言した。条例制定後も
引き続き八尾のまちづくりの要となって、産業振興政策の提言などを行ってきた。なお、平成22年9月開催
を聴講した際には、現条例の内容の改正を含めて検討を行った。その主な内容は、制定の趣旨や根底にあ
る理念等をより明確にするというもので（１）産業集積の基盤を強化するための施策について、（２）産業
集積の高度化を推進するための施策について、（３）産業集積のネットワークを強化するための施策につい
て、 （４）生活と産業が共存し高め合うまちづくり推進のための施策について、等であった。
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る事業実績等（主なもの）としては、相談件数37 1,226件（平均１日当たり4.9件、営業日数250

日として）、セミナー開催15回、参加者数413名（平均１回当たり27.5名）、産学連携・研究会

活動として「八尾バリテク研究会」38・「八尾レーザー微細加工研究会」39を運営している。また、

公的支援制度活用のための学習会から異業種交流グループ「MATEC YAO（八尾経営・技術交

流会）」40（会員37社）が誕生し、当センターがその活動を支援している。 

これらの研究会で、参加企業間の信頼感と連携意識が高まり、業種や技術が異なっても技術

開発の方向性や考え方を理解し合えたことは大きな成果であり、技術面での結果も出ていると

のことである。

また、相談内容では、新製品の開発、技術改善、企業間連携等今後の発展を目指した相談が

目立つが、このことはこの地区の発展に希望を抱かせるものがある。年々これらの相談のニー

ズが増加していくことに際し、それが八尾市中小企業地域経済振興基本条例に基づく多様な市

民が参画することにより、好循環型の発展サイクルが形成されていると考えられるからである。

(4)産業集積促進事業

八尾市内の工場数減少の背後には、①安い人件費を求めての海外移転、②市内に工場用土地

を確保しにくいため地方へ脱出、③工場と住宅との隣接により生活環境の苦情問題が発生し市

からの脱出、④小規模の町工場を中心とする経営難による倒産・廃業、種々の問題が錯綜して

いる。これらの問題を解決し、産業集積の基盤強化・高度化・ネットワーク化を目的とするも

のが産業集積促進事業である。この事業には、工場立地を促進させる側面と、域内のネットワー

クを強化させる側面とがある。

工場立地の促進については、大阪府も企業立地促進制度として産業集積促進税制、中小企業

等投資促進補助金の制度を有する（前掲、図表Ⅳ－２）。しかし、八尾市による主体的・能動

的な取組みの方向性としては、①事業が成長するための資金や技術の支援、②工場の速やかな

建設のための支援、③工場が集中する地域の保全と住宅建築の他地区への誘導、等々である。

これらは、八尾市単独では困難であり、東大阪市等近隣との共同歩調が求められると思われる。

具体的な支援の一環として市は、平成19年度に「八尾市ものづくり集積促進奨励金制度」を創

37 八尾市中小企業サポートセンターへのインタビュー結果では、相談件数1,226件の内訳は、多岐にわたり、
それぞれの件数は把握されていないが、①製品開発、②資材購入、③技術改善・加工技術、④製造・加工
依頼、⑤検査・分析、⑥販路拡大、⑦経営、⑧設備、⑨法律・公的支援制度活用、⑩人材、⑪情報収集発信・
ＩＴ活用、⑫産学連携、⑬その他、であった。

38 同研究会の合言葉は「バリのことなら八尾に聞け」である。バリ対策に関する技術・ノウハウを蓄積し、
それを全国発信できるようにとの参加企業の熱い思いがある。バリ抑制・加工技術の研究開発（例えば、
ドリル穴の抜け際で超音波を発生させてバリを除去する方法）、計測・評価技術の研究開発（バリに関して
制定されたJIS規格に対応する観察評価装置、試作機は完成）、バリ取り装置の研究開発（切断した鉄板の端
面に生ずるバリの簡易除去装置、試作機の一部を完成）

39 大阪大学接合科学研究所の阿部信行准教授の指導のもと、15社（すでにレーザ装置を導入している企業が3
社）が参加して平成17年10月に組織された。これを大阪府立産業技術総合研究所が支援。大学や研究機関
等を訪問し、実習も兼ねた体験学習を通じてレーザ技術の開発・応用利用の動向を学ぶ。

40 この詳細については、本誌別稿の中村[2011]に詳しい。
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設し、工場立地に伴って新たに取得した資産を対象に、一定の条件のもとに操業開始後の奨励

金額を最長５年間に亘り交付することにし、さらに、工場立地を促進するために、資格・要件

を付け、一般競争入札により市有地の売却を行っている。

また、企業間ネットワークの強化については、中小企業の立場から経営資源のうち情報、人

材の有効利用、物流の合理化等によって地域の活性化を目指すものであり、その推進のために、

市が経営資源のPRおよび利用について具体的な支援を行う。市の経済環境部産業政策課によ

る具体的な事業をまとめると図表Ⅳ－６のようになり、これらの施策については情報提供、人

材確保の面で成果が出ているとのことである。

図表Ⅳ－６　八尾市による産業集積促進事業

①「八尾ものづくりネット」による情報発信

八尾市内企業のビジネス拡大を目指すとともに、産業集積地としての八尾の魅力を

全国に発信する。

「八尾ものづくりネット」で情報発信を行う。主要な構成コンテンツ等は以下のとおり。

　　・八尾市企業情報データベース　登録企業数　1,175社（内公開813社）

　　・八尾ものづくり見本市　登録企業数　170社

　　・新製品・新技術紹介　

　　・空き工場、空き工場用地情報提供　（登録企業数は平成20年2月末日現在）

②ものづくりJOBコーディネーター事業
ものづくり企業を支える人材確保を目的とするもので中小企業サポートセンターの

機能強化の一環としてJOBコーディネータを配置することを事業内容とする。

事業実績は平成19年度相談受理件数が470件（平成20年2月末現在）であった。

③八尾ものづくり就職フェア

ものづくり企業を支える人材確保や大学、工科高校等の就職担当者とものづくり企業
の引き合わせを目的とする。事業内容は製造事業所による合同求人面接会・説明会を

行っている。平成19年度事業実績等は参加企業が24社来場者数は221名であった。

これらの事業はいずれも実績を上げており、毎年積み上がっていくことが期待される。事業

を利用する中小企業は恩恵を被っているが、事業の存在すら知らない企業も存在するとすれば

その事業の啓蒙の仕方が問われる。業界団体および企業からもきめ細かい施策の効果のチェッ

クが必要であろう。さらに事業について近隣の自治体と情報交換を行えばさらに効果は大きく

なるはずである。こうした活動が産業クラスターとしての施策の必要性につながる。この産業

クラスターという、より広い地域を対象とする対策が個々の自治体独自の政策ではもはや追い

つかなくなって来ている。それを更に顕著にしているのが国際化である。最近では原材料に限

らず労働力も海外に求めて進出している企業も少なくない。国際化が進めば為替レートに纏わ

る問題も出てくる。これらの状況を八尾市の統計書では把握しきれないが、その対策はもはや

一自治体で対処しきれる問題ではないであろう。このような産業のグローバル化に市として機
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敏に対応していくのが今後の課題である。

八尾市中小企業サポートセンターへのヒアリング結果では、現状では国際化とグローバル化

について関心を示している企業は10社内外とのことだが、昨今のように市場が萎縮している場

合は市場を海外へ求める動きは大きくなることが予想される。市に対して先を見越した施策立

案とサポートを期待する。さらに業種に応じた予算の重点配分を配慮したい。

Ⅴ．八尾市の工業活性化における企業間ネットワークの効果

１．産業集積効果の研究系譜と産業クラスター計画

(1)産業集積効果をめぐる研究系譜

地域産業集積の研究は多面的な背景があり、多様なバックグラウンドの学問領域を持った研

究者が多角的なアプローチを試み、多くの研究成果が蓄積されてきている。

小林伸生［2009］による地域産業集積研究のサーベイによれば、研究系譜は、①多様な業種

の集積、多様なバックグラウンドをもった人的資源が存在することによる、都市化の複合的な

メリットを強調する「ジェイコブス型産業集積論」（Jacobs ［1969］）の学派と、これに対立する、

②地域特化の経済が生産性の向上を生み出すとするいわゆる「MAR型産業集積論」（ Marshall 

［1922］, Arrow ［1962］, Romer ［1986］）の学派に２分され、後者はクルーグマンなどに代表

される新経済地理学派（New Economic Geography）によって継承されている。さらに、これ

らの2大学派以外に、1990 年代に入ってからM．ポーターを中心とした産業クラスター論が注

目を集めるようになってきた。以下に小林伸生［2009］から本稿の関連部分を要約する。

近年におけるMAR 型vs. ジェイコブス型の産業集積の論点は、①競争力のある業種に特化し

ていることが望ましいか、あるいは多様な業種が集積することが望ましいか、②地域産業、特

にイノベーション活性化のためには、産業集積が独占・寡占に近い状態がよいのか、あるいは

事業者間の競争促進が望ましいのか、の２点である。

　１つ目の特化と多様性の論争について、MAR 型産業集積を支持するHenderson ［1997］は、

MAR 型のメリットが支配的であり、Jacobs 型のメリットは限定的であることを示し、また両

方の効果の現れ方が、MAR 型では比較的短期であるのに対し、Jacobs 型は比較的長期間にわ

たり効果が持続している可能性があることを示している。またHenderson et al. ［1995］は、成

熟産業ではMAR型外部効果のみ認められる一方、成長途上のハイテク産業では、両方の存在

が認められることを示している。一方、Jacobs 型の産業集積を支持Glaeser etal. ［1992］は、

米国の大都市圏における実証研究で、地域における競争が激しく、かつ多様性のある産業集積

が形成されている場合に、当該業種における雇用成長率が高いことを示している。この論文で

用いられたモデルは日本の地域産業を対象とした内閣府［2004］おいても用いられ、特化型・

独占型の産業集積よりも、多様性が高く競争の活発な産業集積において雇用が成長する傾向を



140­140

大阪東部地域における工業集積の現状について、八尾市における活性化要因の検証（深瀬・三宅）

141­

示している。また、Feldman and Florida ［1994］は、関連産業のネットワークや専門的ビジネ

スサービス、大学の研究開発機能などが総合的に整っている地域において、よりイノベーショ

ンが発生しやすいことを示している。さらに、MAR 型、Jacobs 型の両者の集積のメリットが

作用していることを実証する研究も存在し、例えばSheferand Frenkel ［1998］は、イスラエル

を対象に実証を行い、エレクトロニクス産業では複合的な集積の経済と専門特化の経済の両方

がイノベーションの活性化に寄与することが認められる反面、成熟産業では双方ともに認めら

れず、ノベーションの活性化はもっぱら企業規模や企業内部のR&D ストックの向上に依存し

ていることを示している。

図表Ⅴ－１　産業集積と地域産業発展をめぐる諸議論の類型化

 

出所：小林伸生［2009］による。

２つ目の独占・寡占と事業者間の競争促進の論争については、MAR 型の特化支持派は競争

環境の激化は各事業者の経営資源の消耗をもたらし、結果的に新事業やイノベーションのベー

スとなる研究開発投資が困難になることから独占・寡占を、そしてJacobs 型の複合化の支持

派は競争により適者生存的な環境が形成され、開・廃業やそれに伴う人的資源の移動が活発化

し、結果的に新たな事業アイディアの創出やイノベーションに結びつきやすくなることから競

争促進を支持する傾向が強い。

上記の２論点以外に、既存研究から得られる議論の傾向として、以下の２点が指摘される。

第一に、研究のアプローチ手法の違いから、理論モデルの構築を重視する研究アプローチをす

る研究者はMAR 型産業集積の優位性を主張する。一方、実証研究による裏づけをおこなおう

アプローチの研究者はJacobs 型の産業集積を支持する傾向がある。第二に、成熟産業、重厚

長大型産業等においては、MAR 型の産業集積による規模の経済性が相対的に強く現れるのに

対して、先端技術型業種やサービス業（特に対事業所向けサービス業）では、Jacobs 型の産



地域総合研究所紀要　第３号

142­142 143­

業集積による外部効果のメリットを享受しやすいというのが、これまでの研究成果の蓄積から

得られる概ねのコンセンサスである。

今日では、このMAR 型、Jacobs 型、およびポーター型の３つが、産業集積論の中心的な類

型になっている41。ポーターの産業クラスター論では、産業集積に関してはMAR 型（集積の

業種的な広がりについては特化の経済）を支持しつつ、地域内での企業集積に関しては熾烈な

競争環境がイノベーションや地域経済の成長の原動力になると主張している。今日の産業クラ

スター論の原点にあるポーターは、産業クラスターを「互いに関連した企業や、特化した供給

業者、サービス業者、さらには関連産業の企業や、関連分野の諸施設（大学や基準認定機関、

業界団体等）が地理的に集積していること」としている。その形成促進要因として競争環境や

要求水準の高い需要者の存在と、競争力の高い関連・支援産業の集積の重要性を議論している。

これらはクラスターの中心に位置する産業の高付加価値化を支援するとともに、多くの場合自

らもまた高い競争力を持ち、輸・移出力を有するものである。結果としてクラスターは「多様

性を維持し、内向き指向、惰性、柔軟性の欠如やライバル間の馴れ合いなど、競争力の向上や

新規参入を減速・阻害する要因を克服する手段となる」のである。つまり、ポーターの議論は、

競わせながら専門家を育てるエリート養成機関のように、多様な産業群の地理的集中が生み出

す熾烈な競争と相互補完関係による、高付加価値化・競争力向上の仕組みを示すものである。

(2)経済産業省による産業クラスター計画

ポーター理論を実践する形で、経済産業省が推進している「産業クラスター計画」は、内発

型の地域活性化による産業競争力強化のための事業であり、全国の地方局が所轄地域ごとに実

施している。経済産業局と民間の推進組織が一体となり、地域における中堅・中小企業やベン

チャー企業などの世界市場を目指す新事業展開やイノベーションの創出を支援することで、地

域経済の活性化と同時に、世界に通用する新事業が次々と創出され、力強い産業クラスターが

形成されることを目指している。

第Ⅰ期における事業成果と課題を踏まえ、第Ⅱ期（2006～ 10年）の目標は、プロジェクト

の再編、重点テーマによるクラスターの形成、選択と集中による事業展開を支援し、産業クラ

スターの成長を促進していくことである。近畿管内が掲げる具体的なプロジェクトは以下であ

り、これら３分野に関する、①ネットワーク形成事業、②新事業創出支援事業、③ネットワー

ク自律化支援事業、④連携促進事業、⑤販路開拓支援事業、⑥情報提供事業、の６事業に対し

ては補助が与えられる。

41 ３類型以外に、多様な業種の集積の優位性を主張しつつ、地域内での競争環境は緩やかであるほうがよい
とする研究者も存在する（Suedekum and Blien [2005]）。しかし左記を主張する研究成果が比較的少数にと
どまり、学派に対する統一的名称はつけられていない。
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図表Ⅴ－２　近畿管内における産業クラスターの第Ⅱ期プロジェクト

①近畿経済を牽引する新産業の創出を図るため、もの作り、情報系、エネルギー分野を

統合した新たなクラスター「関西フロントランナープロジェクトNeo Cluster」を設立
する。

②バイオ分野については、最先端の科学技術分野から生まれる研究成果を技術移転し、大

学発ベンチャー設立などの技術産業化を行うクラスターである「関西バイオクラスター

プロジェクトBio Cluster」を継続していく。

③環境分野については、他の産業とは振興プロセスが異なるため、新たに「環境ビジネ

スKANSAIプロジェクトGreen Cluster」を設立する。

　

上記３分野のうち、「関西フロントランナープロジェクトNeo Cluster」の特徴は、「未来型

情報家電」向けの事業化を志向する部品・材料等のメーカー数社によるグループ形成を促進す

るとともに、関西の産業支援機関が連携して当該分野の技術開発等を支援しており、さらに大

企業とのマッチングや技術評価、優良企業表彰等により、「未来型情報家電クラスター」の形

成を促進することである。 プロジェクトの期間において、電子部品、電気機械の特化度が高

い八尾市にとっては、工業の活性化に向けてフォローの風が吹いていると考えられる。

具体的な取組み内容は、特定のテーマでプロジェクト創出を目指す自立的なグループ（特定

コミュニティ）や共同で商品やサービスの市場投入を目指す小グループ（共同企画室）への支援、

中小・ベンチャー企業と大手ＩＴ系企業とのマッチングを図る情報家電ビジネスパートナーズ

（DCP）のマッチング、金融機関の要請に基づく技術評価、将来有望な製品・サービスを持つ

企業を顕彰する関西フロントランナー大賞等の実施である。

成果として、企業約1,300社、大学・公設試験研究機関43機関等のネットワークを形成し、

拠点組織との連携に加え知的クラスター創成事業とも連携した。また、拠点事業の１つである

（財）東大阪市中小企業振興会については、約150社15大学のネットワークを形成し、11件のプ

ロジェクトグループを組成し、商社ＯＢによるきめ細かいサポートにより海外等への販路開拓

に10億円を超える成果があった、と近畿経済産業局では総括している。

２．中村仮説の考察と学術的位置づけ

(1) 中村仮説の概要

中村尊裕［2011］42は、①異業種交流グループがイノベーション促進の場になるには、どの

ようなネットワークなのか、②産業集積におけるマネージメント的な特長が異業種交流会の

ネットワークにどのように影響しているのかを解明するために、八尾市・東大阪市・生野区に

存在する異業種交流グループである「MATEC YAO」、「ロダン21」、「フォーラムアイ」に対し

42 本誌掲載の「異業種交流グループにおけるイノベーション促進」（副題）八尾市・東大阪市・生野区の研究
事例
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て、それぞれ、270社、100社、45社のヒアリング（非構造インタビュー）を行い、これに基づ

く受注・発注・情報についてのネットワーク構造を分析した結果から、以下の２つの結論を導

いている。すなわち、①異業種交流グループでイノベーションを促進するためには、域外への

取引関係（受注・外注）の拡大が重要である、②異業種交流会内のネットワークにも、産業集

積によって形成された古くからのネットワークが影響を及ぼす、としている。

さらに、結論導出の根拠となった八尾市の事例において、製造品出荷額等において八尾市が

図表Ⅴ－３　関西フロントランナープロジェクトNeo Clusterのネットワーク概要

出所：近畿経済産業局『近畿地域における産業クラスター計画の総括と
　　　今後のイノベーション創出活動のあり方に関する調査』
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東大阪市を上回った要因に関する以下の受注の域外拡大仮説を主張している。すなわち、「バ

ブル崩壊後、大手電気メーカー３社（松下電器、三洋電機、シャープ）からの受注が激減し、

生き残りをかけた八尾市の中小メーカーは、域内取引（産業集積内）から域外取引へ転換し、

域外へ受注を求めた。そして、八尾の多くの企業は、域外で受注を獲得した。その中で、受注

は域内でおこない、外注は、産業集積のメリットを最大限にいかし域内でおこなうというネッ

トワークが構築された。（中略）その後、八尾市の産業集積は域外にネットワークを構築し、

外部の情報や技術を集積し、それを製品開発に活かし製品開発数43などで飛躍的に発展してい

る」（6.1.1節）と因果関係を示している。

一方、東大阪市については、受注が不定期に集中する金型産業等の金属関連が多く、「需要

変動に対応するための取引形態として同業者の協働から成り立つ仲間型取引ネットワークが構

築された。そして、需要変動や景気変動のバッファーとして中小・零細企業同士が連携する中

でお互いを利用し、厳しい時代を生き抜いてきた」（6.1.2節）としている（外注の域内消化仮説）。

(2)中村仮説の検証

中村尊裕［2011］における異業種交流活動の特徴、ネットワーク分析結果に、本稿の第Ⅱ章

における3市区の産業集積とパフォーマンスの状況を照合すれば図表Ⅴ－４のようになる。

図表Ⅴ－４　４市区における異業種交流ネットワークの比較

①受注の域外拡大仮説についての考察

まず、八尾市における「受注の域外拡大仮説」について考察する。本稿の図表Ⅲ－14（前掲）

で参考値として試算したように、八尾市の製造品出荷額等の伸びには、主力業種の電子部品が

8割以上も寄与している。ところが八尾市における製造品出荷額等において、電子部品よりも

それを需要する電気機械や情報・通信機器が少ないことから、八尾市内だけでは納品しきれな

いことになる。すなわち、域外からの受注が増加したことが考えられる。

しかし、電子部品を需要する製造業種は電気機械や情報・通信機器以外にも考えられるので、

43 図表Ⅴ－３において、05～ 08年の新製品開発件数が2,1,1,2件の実績に対し、“飛躍的”という表現はわかり
にくいが、4.1節最後にマテック君、アロマ君など革新的なロボット開発の事例があり質的な意味での表現
だと思われる。
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平成17年度の大阪府産業連関表44を用いて詳細に検証する。電子部品の需要構造を図表Ⅴ－５

でみると、府内産業向け（内生部門計）の出荷額が5224億円であるのに対し、府内家計向け（府

内最終需要計）の出荷額は160億円弱と小さい。しかし、大阪府外も含めれば、海外に763億円、

国内に3352億円が出荷され、需要合計としては9498億円にのぼる。ただし、このうちの2287億

円弱は輸入で、2388億円は府外からの移入で調達されるため、府内における生産額は4823億円

程度になっている。したがって、府内産業向けの需要は、府外からの輸入・移入も含めて5224

億円で、電子部品の生産額4823億円に対しその1.08倍程度の市場規模であることがわかる。た

だし、これは大阪府全体についてであり、八尾市に製造品出荷額等に見合う市場規模を有する

産業が集積していなければ、域外に受注を拡大する以外に需給が均衡しないことになる。そこ

で、八尾市内において電子部品を中間投入財として需要する製造業種の市場規模を考察する。

図表Ⅴ－６に示すレオンチェフ逆行列表で、産業別に最終需要製品（市場への出荷分）を1

円分生産するために、何円分の電子部品を使用しているか（中間投入面）をみる45。多額の電

子部品を使用して生産誘発効果が大きい製造業種は、情報・通信機器（0.042円）、精密機械（0.019

円）、電気機械（0.013円）等である。ところが、八尾市においては、これらの製造業者種のい

ずれも集積度が低いことから（図表Ⅴ－７参照）、域内における電子部品の市場規模は小さい

と考えられる。例えば、前掲の図表Ⅲ－14において、平成19年の八尾市における電子部品の

製造品出荷額等は前年よりも1557.5億円増収しているが、極限的に仮定し、電子部品以外で増

収している製造業種の全ての増収額を合計したとしても413.4億円にしかならない。すなわち、

電子部品の増収額を八尾市内の市場規模では吸収しきれないことから、受注が域外に拡大して

いることが考えられる。したがって、「受注の域外拡大仮説」を支持することができる。

一方、東大阪市が主力とする製造業種は、金属製品と生産用機械である。１円当たりの製造

品に多額の金属製品を使用する製造業種の上位は、電気機械（0.009円）、パルプ・紙・木製品（0.008

円）、電子部品（0.007円）等だが金額的にはいずれもさほど大きくない。しかし、電子部品の

需要業種が特定業種に絞られているのに対し、金属製品の需要業種は広く、取引する製造業種

が多くなりやすいために、受注においては多品種小ロット対応が強く求められる可能性がある。

そうであれば、取引先を域外にも拡大していき、同業種からの受注をまとめてロットを大規模

化する方が得策である。翻って図表Ⅴ－５で金属製品の需要構造をみれば、内生部門（府内産

業向け）の出荷額（6893億円）は府内生産額（１兆4070億円）の半分以下しかなく、既に出荷

の８割（１兆1341億円）を移出（府外国内向け）に依存している。すなわち、受注の域外拡大

については、東大阪市の方がむしろ先進地域である可能性も考えられる。

44 八尾市や東大阪市等の市のレベルでは公式な産業連関表が作成されていないので、厳密な議論はできない。
45 原表では需要産業を行方向にみるが、紙面に収めるため転置行列をとり縦にみている。



146­146

大阪東部地域における工業集積の現状について、八尾市における活性化要因の検証（深瀬・三宅）

147­

八尾市における「域外への受注拡大仮説」をより広く解釈するならば、大手電機メーカーを

中心とする下請け構造によって縦型の産業クラスターが形成され、受注が比較的安定していた

ために域外への受注拡大に向けた取組みが他地域よりも遅れたことが考えられる。すなわち、

東大阪市では国内向け出荷の拡大は既に飽和状態に近いが、八尾市では途上にあって、現在は

全国区への進出を推進している状況にあると解釈することも可能であろう。

②「外注の域内消化」仮説についての考察

次に、「外注は産業集積のメリットを最大限にいかし域内でおこなう」と主張する「外注の

域内消化」仮説について、同様に産業連関表から考察する。この仮説が成立するための必要条

図表Ⅴ－５　大阪府産業連関表（平成17年度版）からみた製造業種別の需要構造（百万円）

図表Ⅴ－６　大阪府産業連関表（平成17年度版）34部門レオンチェフ逆行列表（転置行列）
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件は、電子部品の増産に必要な中間投入財を八尾市内で調達するのに十分な産業集積が存在す

ることである。図表Ⅴ－８で、最終需要（出荷分）の電子部品を１円分生産するのに要する中

間投入費用をみると、製造業種では、金属製品（0.0067円）、非鉄金属（0.0061円）、電気機械（0.0058

円）などが大きい。これらの業種は八尾市における製造品出荷額等の構成比でも、それぞれ、

第３位、第４位、第２位となっており、外注の域内消化にとっては調達可能な産業集積の構造

が構築されていることがわかる（図表Ⅴ－７）。

したがって、異業種交流によって域内の企業が技術力を高め、企業間の信頼関係を構築すれ

ば外注の域内消化仮説の実現可能性はあると考えられる。また、非製造業種では教育・研究

（0.152円）のコストが突出して大きいが、このような戦略的な要所に対して、MATEC　YAO

等の運営を通じて技術支援をする八尾市の地域産業政策は非常に効率的であると考えられる。

一方、東大阪市における主力製造業種は金属製品であり、これの生産に要する中間投入費用

の上位は鉄鋼業（0.067円）、非鉄金属（0.0099円）、石油・石炭製品（0.0031円）である。これ

らのうち、石油・石炭製品については域内での調達は困難であるが、鉄鋼業と非鉄金属につい

ては域内に集積がみられ、外注の域内消化は可能であると思われる。

図表Ⅴ－７　製造品出荷額等における製造業種別の構成比

③　東大阪市における「仲間型取引ネットワーク」の合理性についての考察

東大阪市では、金型産業等の金属関連業種で、需要変動に対応するための取引形態として

同業者の協働から成り立つ仲間型取引ネットワークが構築され、需要変動や景気変動のバッ

ファーとしてお互いを利用し、厳しい時代を生き抜いてきたとされる。そこで、大阪府の製造

業種別の製造品出荷額等について、平成15年から20年の期間における需要変動を比較する。

図表Ⅴ－９における変動係数は、年次による製造品出荷額等の変動の程度を、製造品出荷額

等１円当たりの値に換算したものである。製造品出荷額等（期間平均値）の規模が大きい製造

業種ほど、年次によるばらつき度合い（標準偏差）も大きくなることを考慮し調整している。

金属製品の変動係数は0.05であり、24の製造業種中18位である。また、図表Ⅴ－10における
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変動リスクは、製造品出荷額等の変動を株価変動にみたて計算したもので、製造業種別に各期

の変動率（前年比）を求め、これらの期間を通じたばらつき度合い（標準偏差）をみたもので

ある。製造業種による製造品出荷額等の大きさの違いについては、各期の変動率（％）を求め

る際に調整され解消されている。問題となる金属製品の変動リスクは0.031であり、24の製造

業種中21位である。

変動係数、変動リスクのいずれでみても、直近の過去6年間についてみる限りでは、特に金

属製品の需要変動が大きいとは認められない。需要変動については、金属製品よりもむしろ生

産機械の方が、変動係数（0.17、順位5位）でみても、変動リスク（0.067、順位９位）でみて

も大きいといえるが、それでも24の製造業種中で生産機械の需要変動が特に大きいとは認めら

図表Ⅴ－８　大阪府産業連関表（平成17年度版）34部門レオンチェフ逆行列表



地域総合研究所紀要　第３号

150­150 151­

図表Ⅴ－９　大阪府における製造業種別の製造品出荷額等の変動（変動係数）

図表Ⅴ－10　大阪府における製造業種別の製造品出荷額等の変動（変動リスク）
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れない。

この結果についての考察としては、①金型では需要変動が大きいが広く金属製品としてみれ

ば安定している、②年次でみれば需要は安定しているようにみえだけで、季節変動や不規則変

動は大きい、③東大阪市には特殊な地域事情があり、この地域に限り需要変動が大きい、④か

つては需要変動が激しかったが、IT技術が普及し変動が平準化された、等の可能性が考えら

れる。もしも④の可能性のように、もはや現状では需要変動が安定化しているのだとすれば、

東大阪市の工場間において過去の慣習で維持されている仲間型取引ネットワークによる連携行

動はもはや合理性を喪失している可能性がある。また、より需要変動の激しい電子部品や非鉄

金属の産業集積をもつ八尾市において仲間型のネットワークが形成されていないことから、こ

れの形成には需要変動に対するバッファーとして以外の要因が存在した可能性もある。

しかし、いずれにせよ、統計データからの分析には限界があり、フィールド・ワークによっ

て実態を把握する必要がある。

(2)中村仮説の研究系譜における位置づけ

八尾市と東大阪市において減少した製造品出荷額等は、平成15年以降から回復したが、八尾

市では力強い増加がみられ産業集積効果がみられ、東大阪市では14年から緩やかに回復したが

勢いは弱く、平成19年に八尾市に追い越されて大阪府内第4位へと順位を下げた。

これらについて、工業データからマクロ的にみれば、八尾市では特化度が突出して高い電

子部品がみられるが、東大阪市では突出して高い特化度の製造業種はなく都市型の多様な産

業集積をもつ。すなわち、複合型よりも地域特化型の経済が生産性の向上を生み出すとする

Marshall ［1922］, Arrow ［1962］, Romer ［1986］等によるいわゆる「MAR型産業集積論」を

支持する事例として考えてしまいがちである。

ところが、中村尊裕［2011］は異業種交流グループを対象とするフィールド・ワークから

企業間のネットワークを解析し、その結果として、産業集積の経済効果を創出するのは必ず

しも物理的な産業集積はなく、実態として機能している企業間ネットワークであることを示

唆している。すなわち、八尾市では電子部品に地域特化しているようにみえるが、産業集積

のメリットを活かし外注を域内で消化し、実態としてはheterogeneousな複合型ネットワーク

として機能しており、東大阪市は複合型の集積地域だが実態的には金型同業者間を中心とす

るhomogeneousな仲間型ネットワークとして機能していることを指摘している。その結果、

MAR型産業集積論とは対立関係にあるJacobs ［1969］等による都市化の複合的なメリットを強

調する「ジェイコブス型産業集積論」を支持する事例へと現状認識を一転させてしまう。

また、東大阪市における産業集積の地理的環境として、「互いに関連した企業や、特化した

供給業者、サービス業者、さらには関連産業の企業や、関連分野の諸施設（大学や基準認定機

関、業界団体等）が地理的に集積している」点ではポーターが理想とする産業クラスターを満
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たしている。しかし、ポーターは産業クラスターの形成促進要因として競争環境の存在の重要

性を主張するが、東大阪市における仲間型の企業間ネットワークの実情は、内向き指向、惰性、

柔軟性の欠如やライバル間の馴れ合いなど、競争力の向上や新規参入を減速・阻害する要因を

克服する手段が乏しく、産業の高付加価値化、競争力の向上によって、輸出や移出力を強める

要因を阻害しているとの見方もできる。

中村尊裕［2011］では、上記の企業間ネットワークの失敗の実情を図表Ⅴ－11に示すネット

ワーク解析の結果から克明に示している。すなわち、MATEC YAO（八尾市）では、域外から

多くの受注と情報を受け、域内に外注しているほか、異業種交流会の中にはハブとなるメンバー

（キーパーソン）が存在しており、多様なメンバー間で双方向取引（受注・外注）が観察される。

一方、ロダン21（東大阪市）では、域内での双方向の取引は多いが、域外からの受注は少なく、

異業種交流会の中では、事務局から情報を受け取るばかりで、構成メンバー間での取引がみら

れず、事務局を介さなければ他と繋がりをもたない。

この違いについて、Rob Cross, Jeanne Liedtka, and Leigh Weiss［2005］は，企業間のネッ

トワークを以下の３形態に分類している。すなわち、①カスタマイズ対応型（Customized 

Response）：問題解決について革新的な解答を要する曖昧な問題に対応するネットワーク形態、

②モジュール対応型（Modular Response）：問題の構成は判明しているが解決の手順がわから

ない複雑な問題に対応するネットワーク形態、③ルーチン対応型（Routine Response）：対処

方法がわかっている定型的な問題に対応するネットワーク形態である（図表Ⅴ－12）。

図表Ⅴ－11　八尾市、東大阪市における異業種交流グループのネットワーク解析結果

出所：中村尊裕［2011］
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図表Ⅴ－12　企業間のネットワークの３形態

①カスタマイズ対応型刧 　　　②モジュール対応型刧 　　　　③ルーチン対応型刧

出所：Rob Cross, Jeanne Liedtka, and Leigh Weiss［2005］

これを地域異業種交流グループ内の企業間連携にあてはめて考察する。MATEC　YAO（八

尾市）のネットワークは①カスタマイズ対応型に近く、イノベーションを起こし競争力を高め

ることによって域外に受注を拡大する可能性を秘めていると考えられる。これに対して、ロダ

ン21（東大阪市）のネットワークは③ルーチン対応型に近く、定型問題に対し慣習的に対応す

るのみで、イノベーションを起こす可能性は低いということになる。製造品出荷額等の実績に

このような異業種交流ネットワークの形態の違いが、反映されている可能性もあり得る。

以上のように、中村尊裕［2011］は、研究ノートの段階でもあり表現等に粗さはあるが、内

容的には、大阪東部地域における産業集積の研究に有効な情報を発信しているのみならず、よ

り一般的、普遍的に、①産業集積の経済効果を創出するのは必ずしも物理的な産業集積はなく、

実態として機能している企業間ネットワークであることを示唆している点、②地域企業間連携

にスモールワールド・ネットワーク理論によるネットワーク解析を導入し新しい実証研究の地

平を拓いている点、さらに、その成果として、③ポーターの産業クラスター理論における競争

的環境の重要性を検証した点等では、貢献が高いと思われる。

Ⅵ．結論および今後の課題

大阪東部地域の平成20年現在の工業集積の現状として、工場数では生野区と平野区は大阪市

内で１位、２位であり、東大阪市と八尾市は大阪府内で２位、３位である。しかし、製造品出

荷額等では、生野区と平野区は大阪市内で７位、５位であり、八尾市と東大阪市は大阪府内で

４位、３位となっている。平成15年以降の製造品出荷額等の回復状況では、生野区では下げ止

まらず、平野区、東大阪市は回復しているが勢いが弱い一方、八尾市では力強く回復し19年に

東大阪市を抜いて府内３位となっている。
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このような製造品出荷額等における地域差の発生要因を製造業種別にみれば、軽工業部門を

中心に複合的な集積がみられる生野区、平野区、東大阪市では回復が弱く、電子部品の特化度

が突出している八尾市ではこれが地域の出荷額を力強く牽引している。また、製造品出荷額等

＝事業所数（工場集積）×１事業所当たり従業者数（工場規模）×従業者１人当たり製造品出

荷額等（受注拡大）の関係において、製造品出荷額等へ直接の寄与度が高い要因は「従業者１

人当たり製造品出荷額等」であるが、これは「１事業所当たり従業者数」の大型化とともに指

数的に増加する傾向がみられた（対数線型性）。

行政による地域産業振興政策について、国は従来の工場集積の抑制と分散促進の路線から集

積強化へと転換した。これを受け、大阪府は八尾市・東大阪市を既存の工場集積の維持・促進

を目的とし中小企業の再投資を促進すべき地域に位置付け、補助金交付対象地域とした。そし

て、八尾市では産業振興会議を設立し、公募住民、地元企業、学識者を参画させ、現状・問題

点の把握や支援策立案等で効果をあげている。

異業種交流ネットワークでのあり方について、中村尊裕［2011］は、八尾市では受注を域内

でおこない、外注は産業集積のメリットを最大限にいかし域内で行っているのに対し、東大阪

市では需要変動に対応するための取引形態として同業者の協働から成り立つ仲間型取引ネット

ワークを構築し厳しい時代を生き抜いてきたとしている。さらに、両市のネットワーク解析結

果をRob Cross, Jeanne Liedtka, and Leigh Weiss［2005］に照合すれば、八尾市のネットワー

クはカスタマイズ対応型に近く、イノベーションを起こし競争力を高めることによって域外に

受注を拡大する可能性を秘めていると考えられる。これに対して、東大阪市のネットワークは

ルーチン対応型に近く、定型問題に対し慣習的に対応するのみで、イノベーションを起こす可

能性は低いということになる。このようなネットワーク構築は、産業クラスターの形成促進要

因としてポーターが重視する競争環境を阻害する要素も含むが、過去6年間の製造品出荷額等

の統計データでは金属製品の需要変動が激しいとは認められず、仲間型ネットワークの合理性

が確認できなかった。この点については、フィールド・ワークを行い詳細に確認していく必要

がある。

さらに今回は、東大阪地域の工場集積についての現状把握を中心テーマとしたが、今後は景

況感の判断状況を中心とする製造業種間の連関分析、地域産業振興に関する提言を目指してい

きたい。
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